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カナデビアグループは、環境装置・プラント事業を中核とし、ごみ焼却発電、水処理、バイ
オマス利用、海水淡水化などのインフラ設備の設計・製造・運営をグローバルに展開するとと
もに、機械事業、社会インフラ事業および脱炭素化事業を展開しています。当社、連結子会社
158社、持分法適用関連会社35社(2025年3月末現在)からなる事業体制のもと、欧州・中東・ア
ジアを中心に、地域の脱炭素・循環型社会の構築に貢献しています。

カナデビアグループは、環境分野との結びつきが強く、事業の推進と地域社会の環境負荷低
減が連動しています。気候変動および自然資本の喪失がもたらすリスクと機会を、企業経営に
おける重要な要素と捉えています。本レポートでは、TCFDおよびTNFDのフレームワークに基
づき、事業活動が環境・社会・経済に与える影響を定量・定性の両面から評価し、持続可能な
成⾧に向けた戦略と取組を明らかにしています。

カナデビアグループは、 2050年にめざす姿を示したサステナブルビジョン1)にて、「環境負
荷をゼロにする2)」、「人々の幸福を最大化する」ことを掲げており、このビジョンを実現する
ためには、気候に関連する「カーボンニュートラル」に加え、自然資本との関わりが深い「資
源の完全循環」や「環境復元力の最大化」、さらに「災害激甚化への対応」や「サステナブル
調達」に取り組んでいます。言い換えれば、カナデビアグループは、サプライチェーンの環境
負荷、カナデビアグループの製品・サービスを利用する顧客の環境負荷をその地域が本来有す
る環境復元力の範囲内にとどめることを通じて、環境負荷ネットゼロ実現を目指しています。

そこで、気候変動および自然資本に関するリスクと機会を体系的に分析し、それに基づく戦
略と移行計画を策定しました。

自然関連リスクについては、TNFDの枠組みに基づき、物理リスクと移行リスクの両面から評
価を行っています。気候に関して、温室効果ガス(以下、「GHG」という)排出量(Scope1,2,3)の
うち、「販売した製品の使用時に発生するGHG(Scope3カテゴリー11)」の負荷が最も大きく
(Scope1,2,3全体の90%超)、その中でも、「ごみ焼却発電施設の使用」によりごみ焼却時に排
出されるGHGが大きな割合を占めています(Scope3の70～90%超)。自然に関する「インパク
ト」においては、環境事業の一部(ごみ焼却発電、バイオガス発電事業、バイオマス発電事業、
エネルギー創出型ごみ焼却発電事業)およびインフラ事業において、土地・淡水・海底の利用に
関するインパクトが非常に大きいと分析しています。物理リスクが高い地域では堅牢なプラン
トの需要が高まり、カナデビアグループの競争力が強化される一方、移行リスクが低い

地域では廉価な製品に市場を奪われる可能性があります。これらの分析を踏まえ、ネットゼ
ロ・ネイチャーポジティブ3)社会では環境事業・脱炭素化事業が成⾧の中心となり、逆にその機
運が低い社会では機械事業・社会インフラ事業が成⾧の軸になると見込まれています。

財務リスクの観点では、GHG排出、水利用、固体廃棄物、鉱物使用が主要なリスク要因とさ
れており、特に設計・製造段階での水利用と運転段階での廃棄物処理が高リスクと評価されて
います。事業別に見ると、環境事業では政策や経済の影響が大きく、自治体予算や政策動向が
成⾧に直結します。機械事業では、顧客の環境目標達成に向けた対応が求められ、社会インフ
ラ事業では設備更新のタイミングと予算が重要です。脱炭素化事業では、舶用エンジンのGHG
排出量削減、水素・メタネーション技術の社会実装、風力発電の適地減少や地域合意形成の課
題、原子力発電所用キャスクの処分問題などがリスクとして挙げられています。

カナデビアグループは、1.5℃および4℃の気候シナリオに基づき、風力発電、水素製造装置、
メタネーション装置、CCUS4)技術、舶用エンジン、液体CO₂貯蔵タンクなどの需要増加を予測
しています。4℃シナリオでは自然災害による物理リスクが高まり、供給体制や工場操業への影
響、さらには脱炭素化事業への投資回収リスクが懸念されています。一方で、1.5℃シナリオで
は、環境意識の高まりと規制強化により、環境関連ビジネスの市場拡大が期待されています。
カナデビアグループは、Waste to Energy(以下「WtE5)」という)、Waste to X (以下「WtX6)」と
いう)、水事業、機械事業、社会インフラ事業、脱炭素化事業において、調達改革、技術高度化、
設備標準化、サービス化、資源再生などの施策を通じて、地域課題の解決に貢献する統合的な
ソリューションを提供しています。特にWtE事業では、CO₂回収やメタネーション技術との組
み合わせにより、環境負荷の低減と資源循環の両立を図っています。水事業では、下水処理に
おけるバイオメタネーションや海水淡水化、リン・窒素の回収などを通じて、水資源と生態系
の保全に貢献しています。

カナデビアグループは、環境改善の機会を積極的事業につなげるため、WtEからWtX、さら
には廃棄物を起点としたさまざまなサーキュラーエコノミーに向けた統合的なソリューション
プロバイダーを目指します。人類が生存できる安全な活動領域とその限界点を示すプラネタ
リー・バウンダリー7)の考え方を踏まえると、この取組の先にあるのは人類の活動が限界点の
内側にとどまり、地域環境自体の復元力が働いて「環境負荷ネットゼロ」となっている社会
「Resilience Eco Society®8)」です。

ハイライト
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気候と自然に対する考え方 一般要件 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット

項目 説明

マテリアリティの適用 財務マテリアリティ基準に基づく開示を基本としつつ、気候と自然に関してインパクトマテリアリティ基準に基づく開示を行います。

開示のスコープ

本レポートでは、中期経営計画で示された事業領域すべてを対象とします。すなわち、カナデビアグループの、環境、機械、社会インフラ、脱炭素化の4分野の事業を対象
としています。

カナデビアグループの事業においては、カナデビアグループが所有する工場で製造した製品を販売する形態だけでなく、自治体や民間事業者が発行するRFP18)に基づき、施
設を設計・製造し、建設事業者と連携して建設・現地調整のうえ、引き渡す形態が多く存在します。今回の開示のスコープでは、後者の場合、カナデビアグループが設計
していない施設19)に関する調達を対象外としています。また、施設は⾧期にわたり使われますが、カナデビアグループでは施設等の解体事業を行っていない20)ため、施設
等の廃棄時に発生する諸工程は対象外としています。施設等は、自社で運営するほか、特別目的会社(Special Purpose Company (SPC))を設立し、施設等の所有者等から運
営を受託して操業する場合(以下、「運営受託」という)があり、この場合に限り運用を対象としています。各項目のバリューチェーンについて、自社工場では上流(調達)、
製造、廃棄、施設では調達、設計・製造、建設・現地調整、建設時廃棄、下流(運営・運転)を想定し、主要な原材料およびその産出場所、製造場所、建設・設置・廃棄場所、
運転場所を入手可能なデータの範囲で整理し、推計を行いました。なお、WtE/WtXにおいて、原料となるごみの収集は、カナデビアグループの事業ではないことから、対
象外としています。その主な理由はデータを取得していないためです。

今後、バリューチェーンの上流・下流について、データの取得範囲の拡大と可用性の向上に取り組み、それらデータに基づく更なる分析と開示スコープ拡大を目指します。

自然関連課題がある
地域

自社工場にかかわる調達、製造、廃棄、および施設等の建設にかかわる調達、設計・製造、建設・現地調整、建設時廃棄、下流(運営・運転)を対象に、近接する保護区およ
び生物多様性において重要な地域に与えるインパクトを、各施設の環境情報等を用いて評価しました。また、バリューチェーン上流(資材、燃料)については、入手・試算可
能な情報を踏まえ、情報が不十分な場合においては保守的な判断によりインパクトを評価しました。詳細は、4.1節および4.2節において述べますが、本レポートの対象範
囲においては、重要な自然関連課題がある地域は、カナデビアグループが水処理施設および風力発電所を設置した場所が主であることが分かりました。

他のサステナビリティ
関連の開示との統合

カナデビアグループでは、TCFDに基づき、気候変動に対する取組やガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標に関して開示を行ってきました21)。今回は、TCFDとTNFD
を統合した開示としています。今後の開示基準の整備動向を注視し、情報開示の充実を推進します。

2一般要件
TNFD提言には、TCFD提言には含まれていない6項目の「一般要件17)」についての記載が求められています。以下にその内容を記します。
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項目 説明

検討する対象期間
カナデビアグループでは、2050年に目指す姿「環境負荷をゼロにする22)」「人々の幸福を最大化する」からなるサステナブルビジョン23)を設定し、これを実現するために
バックキャストアプローチで2030年ビジョンや中期経営計画(Forward25)24)を策定しています。したがって、本レポートの対象期間は、このビジョンを達成するまでの期
間である、現在から2050年までの期間としています。

先住民族・地域社会・
インパクトを受ける
ステークホルダーに対
するエンゲージメント

世界の持続可能な発展には、環境課題を解決するための事業活動を行うだけでは実現できず、人々の基本的ニーズ、すなわち、健康、影響力、能力、公平、意味・意義が
認められる社会的包摂が必要と認識しており、事業が成⾧するにあたっても、カナデビアグループはもちろんサプライチェーンも含めた人権尊重への取組が求められてい
ます。人権の尊重を含むサステナビリティへの取組の計画や進捗状況は、サステナビリティ推進委員会で確認・管理されています。カナデビアグループは、国際人権章典、
国際労働機関(ILO)の「労働における基本的原則および権利に関するILO宣言」、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に則り、2024年4月に人権方針25)を制定し、
「人権デュー・デリジェンス徹底、人権リスクゼロ26)」を目標(ゴール)として掲げ、人権尊重の取組を推進しています。

人権尊重の取組は、カナデビアグループのみならず、サプライチェーンを構成するサプライヤーの理解と協力が不可欠です。そこで、カナデビアグループは、グループ調
達基本方針27)を定め、サプライチェーンがこれに準拠しているかどうかを確認するため、国連グローバルコンパクトSAQ(Self-Assessment Questionnaire)を用いて、サス
テナビリティに関する調査28)を行っています。(i)調査、(ii)評価・フィードバック、(iii)改善要請、(iv)再評価のサイクルを通じて、材料の調達や設備等の建設にあたり、地
域住民の人権に配慮するとともに、サプライチェーン上において強制労働や児童労働等による人権侵害が発生しないよう、人権への現実および潜在的な負のインパクトに
関する対応について取組向上と改善に努めています。

気候と自然に対する考え方 一般要件 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット
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4.1自然資本への依存とインパクト

気候と自然に対する考え方 一般要件 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット

(1)本節での依存とインパクトのリスク評価の概要

本節では、カナデビアグループの事業に関する、自然資
本への依存とインパクトのリスク分析を行い、多様な自然
資本との関わりの中で、自社にとって重要なインパクトを
把握し、絞り込みました(自然と気候に関連するリスク等の
特定・評価プロセスは、5.1節をご参照ください)。対象事業
に係る自社の操業地や取引先の原材料調達地に関する、自
然への依存やインパクトは、昨年度に引き続きTNFDで推奨
されているENCORE36)を参照して評価しました。リスク評価
が高かった内容を4.4節で記載しています。

(2)ENCOREを使ったリスク評価

事業活動が生態系に及ぼすインパクトの有無とその大き
さについては、既に公表されているTNFD v1.0のLEAPアプ
ローチ37)で提供されているガイドラインや、TNFDフレーム
ワークで使用が推奨されているENCOREの値を参照して評
価しました。その際、ENCOREに分類がない事業について
は、類似性を考慮した事業の項目を基準として採用し、そ
れとカナデビアグループが保有する工場・施設等の操業
データや環境関連データとを比較しました。これらにより
自然資本へのインパクトと生態系サービスへの依存の評価
を実施しました。なお、ENCOREにおける産業分類は、
TNFDレポート2024の分析時点において採用されていた世界
産業分類基準から、2024年の更新により国際標準産業分類
に変更されたため、提供された対照表に基づき一致する分
類に変更しています。あわせて、2章で示したバリュー
チェーンの段階について入手可能なデータの範囲で整理と
推計を実施しました。

リスク評価は、ENCOREにならい5段階(Very High, High,
Medium, Low, Very Low)で行いました。まず、採用した産
業分類について、ENCOREの評価を整理しました。この評価
の根拠となっているそれぞれの産業分類における世界の平
均的な姿は、必ずしもカナデビアグループにおける操業の
現状と合致していません。このことから、工場・施設の立
地や設備、法令・自治体との協定、自社基準に基づいた操
業を行っている点等も考慮して評価を見直しました。なお、
表4-1および表4-2においては、カナデビアグループと関
わっている自然資本の生態系サービスを選択して記載して
おり、それ以外の項目は省略しています。各事業の評価結
果については付録2に記載し、本章では主要な結果として、
リスク評価がVery High、Highとなったものについて説明し
ます 。
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カナデビアグループの自然資本への依存

自然資本への依存とは、自然があることによって事業が
隠れた恩恵を受けている事項を指します。その恩恵が途切
れることで、事業上のインパクトを評価しています。

【特徴】

気候に関連する生態系サービス(降雨パターン調整、気候
調整)への高い依存が、多くの事業で共通していることが分
かりました。また、廃棄時には埋立が発生するため、固体
廃棄物の浄化にも依存が高いことが分かりました。

【ENCOREの評価を変更した点】

WtE施設およびインフラの廃棄時において、ENCOREでは
Very Highですが、先進国では廃棄物の適正管理が行われて
いることから、Highに下げました。

* Very High、Highとなったものの
み記載。機械事業には、依存が
Very High、Highとなったものは
ありません。

* WtX、風力発電については、その
施 設 ・ 設 備 が ご み 焼 却 発 電 施
設 ・ 設 備 等 と 同 様 に 、 コ ン ク
リートや鉄鋼で構成されている
ため、運転時のみ評価しました。

固体廃棄物の浄化

芸術象徴サービス

凡例

降水パターン調整

地球規模気候調整

局所気候調整

水流調整

水供給

事業 プロセス ENCORE分類
評価結果

Very High High

環境
ごみ焼却

発電

調達
第一次鉄鋼製造業 －

セメント、石灰石および
石膏製造業 －

建設・現地調整 その他の建造物設備設置工事業 －

建設時廃棄 廃棄物処理・処分業 －

インフラ廃棄
解体業 －

廃棄物処理・処分業 －

WtX 運転 材料再生業 ー

社会インフラ

調達
第一次鉄鋼製造業 －

セメント、石灰石および
石膏製造業 －

建設・現地調整 公益工事業 ー

建設時廃棄
解体業 －

廃棄物処理・処分業 －

脱炭素化
風力発電 運転 風力発電の提供 ー

キャスク インフラ廃棄 廃棄物処理・処分業 －

表4-1：カナデビアグループの自然資本への依存

気候と自然に対する考え方 一般要件 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット
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カナデビアグループの自然資本へのインパクト

自然資本へのインパクトとは、自然に対して、公害や土
地利用などでダメージを与えている事項を指します。自然
へ負のインパクトを与えることで、その自然を利用する他
の地域の関係者へインパクトが波及するリスクがあります。

【特徴】

環境事業(WtE・バイオマス発電・WtX)、インフラ事業に
おいて、土地・淡水・海底の利用に関するインパクトが非
常に大きいことが分かりました。また、GHG・非GHG・汚
染物質の排出および攪乱に関するインパクトが、多くの事
業で共通していることが分かりました。

【ENCOREの評価を変更した点】

建設・現地調整およびインフラ廃棄における生態系の攪
乱は、環境マネジメントシステムに基づき法規制より厳し
い自主基準を設定して配慮しているため、評価を下げてい
ます。

事業 プロセス ENCORE分類
評価結果

Very High High

環境

ごみ焼却発電

調達
第一次鉄鋼製造業 －
セメント、石灰石
および石膏製造業 －

設計・製造 特殊産業用機械製造 －

建設・現地調整 その他の建造物設備
設置工事業

建設時廃棄

その他の建造物設備
設置工事業

解体業

廃棄物処理・処分業

運転 石油火力発電

インフラ廃棄
解体業

廃棄物処理・処分業 －

バイオマス発電
調達 製材業および

木材平削り業 －

運転 バイオマス発電 －

バイオガス発電 運転 廃棄物処理・処分業 －

WtX
調達 廃棄物処理・処分業 －

運転 浄化活動およびその他
の廃棄物管理業務 －

水 運転
水収集・処理・供給業 －

下水処理 －

凡例

水・土壌への汚染物
質の排出

栄養汚染物質の排出

水使用量

固体廃棄物の発生・放出

淡水利用面積

土地利用面積、海底利用面積

GHG排出

非GHG排出

攪乱

表4-2：カナデビアグループの自然資本へのインパクト

*  Very High、Highとなったも
ののみ記載。

* バイオマス発電・バイオガス
発電・WtX・水については、
その施設・設備がごみ焼却発
電施設・設備等と同様に、コ
ンクリートや鉄鋼で構成され
ているため、運転時および固
有のプロセスのみ評価しまし
た。

気候と自然に対する考え方 一般要件 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット
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【顧客施設】

環境事業のうち水事業の設備設置先(顧客先)においてVery
HighまたはHigh、インフラ事業の設備設置先においてHigh、
脱炭素化事業のうち風力発電事業の設備設置先において
Highとなるものがあることが分かりました。以下に例示し
ます。

水事業：Ranger Uranium Mine(ノーザンテリトリー州カ
カドゥ(オーストラリア))

カナデビアグループが廃水処理施設を納入しているウ
ラン鉱精製工場は、カカドゥ国立公園および3つのKBA
(Arnhem Plateau 、 Alligator Rivers Floodplains 、 Kakadu
Savanna)に隣接しています。そこには淡水域を中心に、
IUCNレッドリストにおいて絶滅危惧種とされている甲殻類
のテナガエビ亜科の一種(Leptopalaemon glabrus)(CR(深刻
な危機))、鳥類のノドジロクロセスジムシクイ(EN(危機))、
アカオオタカ(EN(危機))、ウズラシギ(VU(危急))、セイタカ
コウ(NT(準絶滅危惧))が生息しています。これらの生き物、
特に河川から汽水域・干潟に生息するテナガエビ亜科の一
種、ウズラシギ、セイタカコウは、河川の水質により、そ
の生息環境が大きく変化します。すなわち、精錬工場の排
水が処理されずに河川に流された場合には、その被害が非
常に大きくなることが懸念されます。

カナデビアグループの廃水処理施設は、鉱山廃水を適切
に処理し、工場の排水が流れ込む河川の汚染を回避する役
割を担っています。すなわち、廃水処理施設の導入により
それ以前よりも河川の水質を改善していると考えられるため、

「自然の劣化を食い止め、反転させる」というネイチャー
ポジティブの主旨に整合した取組であると考えています。
しかし、仮に工場の排水の汚染レベルが上がるような環境
事故が発生すると、前述の生物への被害の懸念が生まれま
す。ここから、カナデビアグループの廃水処理施設には、
安定的に稼働できるための高い施設品質・管理品質が求め
られることが分かります。

したがって、当該施設の立地における重要性は、Very 
Highと判断しました。なお、この工場は先住民族保護地域
(Indigenous Protected Area)のWarddekenにもほぼ隣接し
ています。鉱山廃水が先住民族の生活用水とどのようにか
かわっているかは明確ではないものの、鉱山廃水を適切に
処理するカナデビアグループの廃水処理施設は、先住民族
の健康被害(放射線被害を含む)を防ぐという点においても、
非常に重要な役割を担っていると言えます。

図4-3： Ranger Uranium Mine 排水処理施設等

気候と自然に対する考え方 一般要件 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット
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水事業：Alumina Refinery(クイーンズランド州グラッドス
トン(オーストラリア))

カナデビアグループが廃水処理施設を納入しているアル
ミナ精製工場は、ガーデン島保護公園から約8kmに位置し
ています。その外洋には、世界自然遺産である海洋保護区
グレートバリアリーフがあります。

このアルミナ精錬所は、サイクロンにより廃水がオー
バーフローし、生産能力を50%にせざるを得なかった被害
の経験から、その対策としてカナデビアグループの廃水処
理施設を導入しました。カナデビアグループは、現地にお
いて緊密な対応をすることにより、迅速に施設を導入し、
工場の正常稼働に貢献しました。

精錬所からオーバーフローした廃水は、河川等を通じて
海に流れ込み、前述の海洋保護区に悪影響を及ぼしていた
と推測できますが、カナデビアグループの廃水処理施設の
導入によりそれが改善されたと考えられます。したがって、
本件も「自然の劣化を食い止め、反転させる」というネイ
チャーポジティブの主旨に整合した取組であると考えてい
ます。本件のポイントは、いかに早く廃水処理施設を導入
するかであり、設備調達品の準備・立ち上げにかかる高い
技術力が求められることを意味します。これらのことから、
当施設の立地における重要性をVery Highと判断しました。

社会インフラ事業：天ヶ瀬ダム(京都府宇治市(日本))

カナデビアグループが水門を納入している天ヶ瀬ダムは、
淀川上流の宇治川に位置しています。宇治川には、IUCN
レッドリストにおいて絶滅危惧種とされている魚類(EN(危
機)：イチモンジタナゴ・イタセンパラ)・両生類(VU(危急):
オオサンショウウオ)・昆虫類(NT(準絶滅危惧)：ナニワトン
ボ)等が生息しています。

ダムの水門操作による水量変化はダム下流の淀川水系に
影響するため、水門が適切に運転されるよう維持すること
は自然へのインパクトが大きいと言えます。これらのこと
から、当施設の立地における重要性をHighと判断しました。

風力発電事業：響灘洋上風力発電所(福岡県(日本))

カナデビアグループが浮体式風力発電設備を納入した響
灘洋上風力発電所は、白鳥鳥獣保護区特別保護区から約
4kmの位置にあります。そこにはIUCNレッドリストにおい
て絶滅危惧種とされている鳥類であるカンムリウミスズメ
(VU(危急))、オオミズナギドリ(NT(準絶滅危惧))が生息して
います。また、カンムリウミスズメは、カラスバトと共に
日本において天然記念物として指定されています。

上記の鳥類およびそれらを捕食する絶滅危惧種であるハ
ヤブサ・ミサゴ(いずれもLC(低懸念))といった猛禽類は、洋
上を飛翔することから、洋上風力発電所の設置によるバー
ドストライクや生息環境悪化について懸念されます。また、
カンムリウミスズメはその海域において採餌・休息を行う
種であることから、当社が納入した浮体の設置・運用がそ
れらにインパクトする可能性があります。これらのことか
ら、当施設の立地における重要性をHighと判断しました。

図4-4：カンムリウミスズメ(©(公財)日本野鳥の会)
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(2)「Resilience Eco Society®」の実現に向けたカナデビア
グループの戦略

「Resilience Eco Society®64)」の実現に向けて、カナデ
ビアグループが社会に果たす役割と戦略を説明します。カ
ナデビアグループの戦略は、自然関連のシナリオプランニ
ングでは、時間と共に環境課題が厳しくなり、したがって
規制も強まる方向である世界(図4-7で示したシナリオのうち、
#1(右上)の世界)を想定しています。カナデビアグループの
事業のポートフォリオは、シナリオの変化に応じて、＃4以
外の象限のシナリオに対応できるよう進めています。

【ゼロウェイストハブ構築戦略】

2050年に、地域の環境負荷を環境復元力の範囲内にとど
めるために、カナデビアグループは、主力事業である廃棄
物処理を行うWtE施設を、地域の環境復元力の拠点となるよ
うに位置付けます。具体的には、カーボンニュートラル型
サーマルリサイクルによってエネルギーを供給するだけで
なくマテリアルリサイクルやケミカルリサイクルを行う施
設として位置付け直し、廃棄物からエネルギー(電気・水
素・メタン)を取り出し、炭素・水・窒素・リンの循環実現
を支え、地域の環境の総負荷低減を提案します。このとき、
WtE施設等はゼロウェイストハブになっています。そして、
風力発電の技術や、メタネーションや水素によって再生可
能エネルギーを移送する技術を提供し、その地域が再生可
能エネルギー社会へ移行できるように支えます。また、高
い廃水処理技術を持つことで水の循環利用を進め、下水・
排水処理から窒素・リン再生利用を行う事業者となります。
また、カナデビアグループが既に取り組んでいる水電解装
置/水素発生装置、メタネーション、風力発電、全固体電池

等も含めて関連する技術の活用と様々な企業との連携によ
り、環境負荷低減のソリューションを統合します。2050年、
ごみ焼却発電施設等は、高度な循環型インフラ施設となり、
地域社会のエネルギーや素材を「収穫する」場となってい
ます。この地域に暮らす人々が、この場を誇りに思い、産
業が生まれる泉となる、そのようなオープンで魅力的な施
設になるよう、カナデビアグループの提案力を磨きます。

カナデビアグループが目指す「環境負荷ネットゼロ」と
は、バリューチェーンの環境負荷ネットゼロです。カナデ
ビアグループの事業活動による環境負荷はもちろん、サプ
ライヤーおよび製品・サービスを利用する顧客の環境負荷
をそれぞれの地域が本来有する環境復元力の範囲内にとどめ
ることです。そのために、6.2節で述べるゴールとターゲット
を設定して取り組んでいます。

【循環ビジネス地域共創戦略】

地域循環経済を、世界のさまざまな場所で花開かせてい
くためには、循環経済を実現するプラントの提供にとどま
らず、リサイクルされるべきエネルギーや素材が地域経済
において最も有効に活用できる出口が用意される必要があ
ります。例えばゼロウェイストハブは新しいものが生み出
される起点になりますので、地域の特性や課題を解決する
インキュベーションセンターとして活用することを提案で
きます。

今後、地域の個性のある環境ビジネスやネットゼロ戦略、
資源循環戦略を描く推進者が、最も採用したくなる解決策
がカナデビアのResilience Eco Society®となるように、カ
ナデビアグループは、技術を開発し組み合わせ、また、多
様なビジネスエコシステムを形成することにリーダーシッ
プを発揮します。プラントエンジニアリングと製造技術を
ベースに、“カナデビアグループにしかできない”世界観を、
ビジネスパートナーと共に作り上げたいと考えています。
これが、「循環ビジネス地域共創戦略」です。

カナデビアグループは、ゼロウェイストハブと循環ビジ
ネス地域共創戦略を組み合わせて各地域に提供し、世界各
所の持続可能な環境価値を創出します。

気候と自然に対する考え方 一般要件 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット



Confidential - Not for Public Consumption or Distribution
© Kanadevia Corporation. All Rights Reserved. 47

図4-11：カナデビアグループの戦略

（再エネ技術＋ゼロウェイストハブ）×N（地域数）＝世界各所の持続可能な環境価値創出

B. Resilience Eco Society®構想は、地域の環境戦略に対応し、廃
棄物からエネルギーを生み出し、炭素・水・窒素・リン等の資
源循環と環境負荷低減を実現する。カナデビアグループが有す
る風力発電やメタネーション、水素技術等再生可能エネルギー
技術、機械・インフラ技術が実現を後押しする。

C. 地域の環境戦略に対応する他の業界の事業者等とのパートナー
シップを通じて、持続可能な社会への移行をリードする。

カナデビアグループ

H,C,O,
N2,P

排水
ごみ

風力等

機械・インフラ

地域・地方自治体

エネルギー事業者

不動産事業者

IT事業者

製造業者

×

【循環ビジネス地域共創戦略】

カナデビアグループは、カーボンニュートラルや資源循環社会を提案し、カーボンを制御し、廃棄物を制御する。

【ゼロウェイストハブ構築戦略】

A. 2050年に向けて、ごみ焼却発電施設はエネルギー供給
と高度なリサイクル機能を備えた循環型インフラへと
進化する。そのためには、2040年には、99％のごみを
再資源化し、CO₂ゼロ・AI自動化・トレーサビリティ
を実現する「ゼロウェイストハブ」の資源循環工場と
して機能することが求められる。

CO2

2040年
ゼロウェイストハブ

2050年
高度な循環型インフラ

99％再資源化、CO2ゼロ、
AI自動化、トレーサビリ
ティ実現

エネルギー供給と高度
なリサイクル機能

AI
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TNFDグローバル中核開示指標 カナデビア実績
No. インジケーター メトリクス 単位 2024年度事業 備考

C2.4 温室効果ガス(GHG)以外の大気汚染物
質総量

タイプ別の非GHG大気汚染物質

千kg ESGデータ集2025
参照

運営受託しているWtE施設では、次の物質につき、
規制値以下または規制値の10倍程度厳しい管理値で
の適正な処理を実施。

ばいじん、硫黄酸化物、窒素酸化物、塩化水素、
水銀、ダイオキシン

粒子状物質(PM2.5および／またはPM10)
窒素酸化物(NO2,NOおよびNO3)
揮発性有機化合物(VOCまたはNMVOC)
硫黄酸化物(SO2,SO,SO3,SOx)
アンモニア(NH3)

C3 資源使用／資源補充

C3.0 水不足の地域からの取水量と消費量 水不足の地域からの取水量と消費量(水源の特定を含む) 千m3 ESGデータ集2025
参照

事業では、水不足の地域から取水していない。各施
設は、顧客による環境アセスメントの結果を踏まえ
て立地を決定しており、水資源に富んだ地域を選定
している。

C3.1 陸／海洋／淡水から調達する
高リスク天然一次産品の量

高リスク天然一次産品の量(内、認証品の量と割合)
・バイオマス

千kg,  (%)

38,000 (100%)

事業で調達するバイオマスとは、宮の郷バイオマス
発電所の燃料(未利用材から得られた木材チップ)。
調達量の100％が、林野庁「間伐材等由来の木質バ
イオマスであることを証明する証明書」を取得して
いる。

・鉱物 ー (ー)

・建材 ー (ー)

・化石燃料 ー (ー)

・鉄鉱石 ー (ー)

・銅鉱石 ー (ー)

・ニッケル鉱石 ー (ー)

・鉛鉱石 ー (ー)

・亜鉛鉱石 ー (ー)

・金 ー (ー)
・アルミ鉱石 ー (ー)
・天然ガス ー (ー)

※以下において、「カナデビア実績」はESGデータ集2025をご参照ください。「調達」は、2023年度LCA計算結果を付録4に掲載しています。
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Confidential - Not for Public Consumption or Distribution
© Kanadevia Corporation. All Rights Reserved. 65

GHG排出

GHG排出の分野では、カーボンニュートラルをゴールと
設定します。

Scope1,2については、自社所有の発電所の高効率化に取
り組むとともに、「電力分野のトランジション・ロード
マップ」(2022年2月、省エネ庁)84)を踏まえ火力電源の脱炭
素化に取り組みます。また、製造活動においては、自社製
品を含む新技術の積極的採用や燃料転換、再生可能エネル
ギー利用、エネルギー自給率向上、省エネ設備の計画的な
導入等を行います。

Scope3については、カテゴリー11の排出量の最小化が最
も課題となります。WtE施設から排出されるGHGの算定方
法について、GHGプロトコル85)には明記されていないもの
の、環境負荷ネットゼロを追求するにあたり、自社で算定
方法を検討しました。WtE施設で焼却するごみの構成は、国
や地域によって異なりますが、都市ごみに関する文献等を
参考に保守的な算定方法を設定しました86)。

この算定方法に基づき計算すると、カナデビアグループ
のScope3カテゴリー11のほとんどが、WtE施設を使用する
際に発生するCO2であることが分かりました。WtE施設から
排出されるCO2は、ごみに占めるプラスチックの割合が少な
ければ少ないほど減少します。そこで、プラスチックの分
別技術の向上、発生元での分別推進等を顧客とともに推進
します。また、Scope3カテゴリー1は、鉄の製造や発電、
インフラ建設時に多く排出される(付録2.2参照)と考えられ
ることから、脱炭素化に向けた啓発活動、GHG排出量の管
理や削減の方法、ノウハウの共有を行い、調達先へのグ
ループ調達基本方針の浸透を図ります。

さらに、4章で述べた顧客のGHG排出削減に向けた取組を
推進し、削減貢献量を増やすことで、2050年Scope1,2,3の
カーボンニュートラルを目指します。なお、取組の中では、
必要に応じてカーボンクレジットも活用していきます。上
記のゴールと施策を踏まえ、次の項目についてターゲット
を定めています(表6-4)。

分野 ターゲット 意味

GHG排出量
(Scope1,2)

2030年度 2013年度比50％削減

2035年度 2013年度比60%削減

2040年度 2013年度比75%削減

一次的には、自社の事業活動に由来するGHG排出量を削減する
施策を実施し、ターゲット達成を目指す。自社の努力だけでは
ターゲットを達成できない場合は、クレジットを活用する。

GHG排出量
(Scope1,2,3) 2050年度 カーボンニュートラル GHG排出量のほとんどを占めるScope3カテゴリー11のうち、

最大の排出源がWtE施設使用時に排出されるCO2である。

プラスチックの分別、CCUS による削減を進めるとともに、削
減貢献の技術を高め、事業提案を行うことで、削減貢献量を増
やし、2050年度のScope1,2,3のカーボンニュートラルを目指す。GHG排出削減貢献量 2030年度 40,000kt-CO2

表6-4：GHG排出に関するターゲット(2050年まで)

気候と自然に対する考え方 一般要件 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット
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水利用による負荷

「水利用による負荷」の分野では、自社および顧客が事業
を行う流域のウォーターポジティブをゴールと設定します。

水利用による負荷の大きさ、すなわち水リスクの大きさ
は、流域によって異なります。豊富な地下水があり、飲用
水や工業用水が潤沢に取得できる流域とそうではない流域
では、対応策が異なります。もっとも、水リスクの定義自
体が不明確ですが、ここでは、大きく水不足と水汚染を対
象とし、流域内の水循環が健全である状態が流域のウォー
ターポジティブな状態であると定義します。

水リスクが高い流域では、水不足対策が不可欠であるた
め、同一流域内において使用した水の100%補給を行います。
事業活動の場所にもよりますが、水源涵養林の保全活動を
支援することも検討します。必要に応じて、同一流域の水
クレジットの活用も検討します。また、排水の水質管理も
厳格に行います。自社が事業活動を行う場合は、当該地域
で定められている水質基準より厳しい自主基準を設定し、
水質管理を徹底します。顧客がカナデビアグループの製品
を使用する場合には、自主基準値に準じた水準の運用がで
きるよう設計したり、運用のトレーニングを実施したりし
ます。

水リスクの低い流域では専ら水質管理が重要ですので、
自社の事業活動においては、設備設置場所での法令等によ
る規制値よりも厳しい自主基準を遵守しますし、顧客が当
社製品を使用する場合には、厳格な水質管理を実現できる
よう、設計やトレーニングに工夫を行います。

このゴールの達成に向けては、特に有害物質含有量が多
い廃水(鉱山廃水など)の水処理設備において、故障や処理容
量不足による未処理水の流出を防止することが非常に重要
です。そのため、カナデビアグループは水処理設備の信頼
性を高く維持するため、より堅牢で⾧寿命な設備の開発を
進めていきます。

上記のゴールと施策を踏まえ、次の項目についてター
ゲットを定めています(表6-5)。

分野 ターゲット 意味

水使用量
(水リスクが高い地域)

・製造・運用で使用する水の
100%補給

・当該地域の水質基準より厳し
い自主基準の遵守

水リスクの高い流域では水不足対策が不可欠であるため、同一流
域内において使用した水の100%補給をターゲットとする。ただし、
同一流域の水クレジット・水の涵養活動支援を含む。

水リスクが高い流域でも、水リスクの低い流域でも、排水の水質
管理が重要である。当該地域の水質基準より厳しい自主基準値を
遵守する。

水使用量
(水リスクが低い地域)

当該地域の水質基準より厳しい
自主基準の遵守

表6-5：水利用による負荷のターゲット(2050年まで)

気候と自然に対する考え方 一般要件 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット
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プラスチック排出

「プラスチック排出」の分野では、化石由来プラスチッ
クの負荷ネットゼロをゴールとし、100%リサイクルをメー
カーと共に推進します。

まず、発生量自体を低減するため、自社の製造活動にお
ける化石由来プラスチックおよび非生分解性プラスチック
(いずれも新材)の利用を最小化します。プラスチックを使う
場合には、生分解性プラスチックや再生プラスチックを利
用するとともに、分別しやすい設計がなされたプラスチッ
ク製品を優先的に選択し、分別を徹底します。これらによ
り、自社において使用する化石由来プラスチック等の利用
率の最小化を目指します。

カナデビアグループの施設や製品に含まれる化石由来プ
ラスチックおよび非生分解性プラスチックについては、生
分解性プラスチックや再生プラスチックに対する顧客なら
びに調達先の理解、およびプラスチックメーカーによるリ
サイクル技術の開発が不可欠です。調達先には、新材で製
造した場合と同程度の質の再生プラスチック製品の提案を
積極的に行っていただくとともに、顧客には再生プラス
チック製品への理解を深めていただくよう、丁寧な提案を
重ねます。 また、プラスチックの100%リサイクルを実現す
るには、再生材料に回るプラスチックの分別技術も必要で
す。GHG排出の項目で述べた発生元での分別、分別技術の
向上は、この分野の施策ともなりえます。分別後のプラス
チックメーカーによる引き取りルート確立等を含め、事業
開発・技術開発に取り組みます。

上記のゴールと施策を踏まえ、次の項目についてター
ゲットを定めています(表6-6)。

なお、製品に含まれる化石由来プラスチックの負荷を最
小化するためのターゲットは、「自動車向け再生プラス
チック市場構築アクションプラン」(2025年3月、環境省)87)

等を参考にしながら、今後も検討します。

分野 ターゲット 意味

自社の製造活動における
化石由来プラスチックの負荷

2050年度
化石由来プラスチックおよび非
生分解性プラスチックの新材利
用率ゼロ

生分解性バイオプラスチックや再生材の利用を推進し、2050年
には、化石由来プラスチックおよび非生分解性プラスチック(新
材)の利用率を最小化する。

表6-6：プラスチック排出のターゲット(2050年まで)

気候と自然に対する考え方 一般要件 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット
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土地利用による負荷

「土地利用による負荷」の分野では、顧客における廃棄
物埋立地の最小化をゴールとします。

4.7節において示したように、地域・社会におけるごみ課
題への取組成熟度が初期的な段階においては、ごみ焼却炉
を導入するだけで、埋立量を発生量の3％まで減容化するこ
とができます。2050年の世界のごみ発生量は膨大な量にな
る見通しですので、4.7節に示すビジネス提案を積極的に行
うことにより、土地利用による負荷を最小化することがで
きると考えています。そこで、カナデビアグループが事業
を行う地域におけるオープンダンピングによる埋立を2050
年にゼロにすることもターゲットとし、ごみ焼却発電施設
等の導入拡大により、その達成を目指します。

また、廃棄物による負荷に関しては、グローバル中核開
示指標に関する分析を踏まえ、次の２つのターゲットを定
めます(表6-7)。まず、自社の製造活動によって発生する廃
棄物による負荷を低減するため、ゼロエミッション水準達
成を2050年のターゲットとします。そのため、カナデビア
グループの事業所から排出される廃棄物のリサイクル率を
高め、最終埋立率を限りなくゼロに近づけること(埋立率1%
未満)を達成する事業所を拡大していきます。

さらに、顧客の事業活動によって発生する廃棄物による
負荷低減については、主灰・飛灰等の焼却残渣のリサイク
ルを実現するため、事業開発・技術開発を行い、焼却残渣
資源化率95%以上を目指します。

上記のゴールと施策を踏まえ、次の項目についてター
ゲットを定めています(表6-7)。

分野 ターゲット 意味

廃棄物による負荷
(自社の製造活動)

2040年度 リサイクル率90%

2050年度 ゼロエミッション水準の達成

カナデビアグループの事業所から排出される廃棄物について、
排出量を削減し、リサイクル率を高め、最終埋立率を限りな
くゼロに近づける。

廃棄物による負荷
(顧客の事業活動) 焼却残渣資源化(リサイクル)率95％以上 顧客における、主灰・飛灰等の焼却残渣のリサイクルを実現

するため、事業開発・技術開発を行う。

埋立による負荷
(顧客の事業活動)

オープンダンピングエリア削減率
(ただし、オープンダンピングエリアは
カナデビアグループが定めるエリア）

2040年度 70%

2050年度 100%

カナデビアグループが事業を行う地域において行われている
オープンダンピングサイトについて、ごみ焼却発電施設を導
入することにより、埋立量を抑制し、新な土地利用を防ぐ。

表6-7：土地利用による負荷のターゲット(2050年まで)

気候と自然に対する考え方 一般要件 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット
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2.1 ENCOREを用いた、自然への依存とインパクトの評価
事業における自然資本関連の依存とインパクトの評価結果

以下では、ENCOREの評価がVery HighまたはHighとなった項目を中心に、評価結果の特徴を説明します。
また、ENCOREの評価をVery HighまたはHighから下げた項目についても理由を説明します。

【環境事業分野】

ごみ焼却発電／インパクト(ヒートマップ)

【特徴】

プロセスのどの段階においても、全般的にリスクが高めであることが分かります。中でも、「運
転」においては、ごみ中に含まれるプラスチックによる「GHG排出」が多いため、そのインパクトが
Very Highと高くなっています。また、「建設・現地調整」「建設時廃棄」「運転」「インフラ廃棄」
においては、施設の立地によっては、陸域・淡水域・海域の利用改変が発生し、それに伴う自然資本
および生態系インパクトへのリスクがあるためVery HighまたはHighとなっています。また、「水の直
接採取」、「非GHG排出」、「水・土壌汚染」、「水・土壌の富栄養化」、「固体廃棄物排出」、
「騒音/光害」については、いくつかのプロセスにおいて日本以外の国での処理状況が十分に把握でき
ていないことから保守的にHighとしています。

【ENCOREの評価を変更した点】

「運転」プロセスについては、「大気への汚染(非GHG大気汚染物質)」および「水・土壌への汚染
物質排出」について、以下の変更があります。

「大気への汚染(非GHG大気汚染物質)」については、ENCOREではVery Highですが、次の理由で
Lowにレベルを下げています。発注者は環境アセスメントを実施の上で運転管理上の規制値を定めて
おり、これを遵守していれば環境へのインパクトは少ない状態です。また、運転時に災害が生じた場
合も非常停止するシステムとなっています。すなわち、モニタリングや分析で異常を検知した場合は
非常停止ボタンを作動させることで、システムのシャットダウンが可能です。停止後はごみが燃えな
いためそれ以上のガスは発生しませんし、またごみ焼却発電設備の中に残ったガスについてはバグ
フィルタを通って浄化された状態で排出されます。

【環境事業分野】

ごみ焼却発電／依存(ヒートマップ)

【特徴】

「調達」プロセスにおいて、調達先のセメント製造では、石灰石を採掘する山がしばしば地域の象
徴として扱われることを反映して文化的サービス「精神的、芸術的、象徴的」がVery Highとなってい
ます。実際には採掘場所により評価は変わりますが、保守的にENCOREのままとしました。また、調
達先の鉄製造における水の重要性から供給サービス「水供給」、調整サービス「水流調整」に依存し
ており、Highとなっています。

「建設・現地調整」プロセスにおいて、工期の天候依存性から調整サービス「地球規模気候調整」
「局所的気候調整」に依存しており、Highとなっています。

「建設時廃棄」「インフラ廃棄」において、埋立処分での調整サービス「固体廃棄物浄化」に依存し
ており、各項目でHighとなっています。

【ENCOREの評価を変更した点】

「建設・現地調整」プロセスにおいて、「降雨パターン調整」はENCOREではVery Highですが、工
期は降雨を想定して設定するためMediumに下げました。

「運転」プロセスにおいて、供給サービス「水供給」・調整サービス「水流調整」はENCOREでは
Highですが、Lowに下げました。これは、発注者が環境アセスメントを踏まえて発行するRFP等にお
いて、これらのリスクが低い立地を選定していること、「運転」プロセスで使用する水は循環利用す
ることから、自然資本への依存度が低いと評価したことによります。

事業の概要 自然資本に関するリスクと機会 プラネタリー・バウンダリーと事業 環境負荷の定量分析 第三者意見報告書 脚注
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バイオマス発電／インパクト(ヒートマップ)

【特徴】

バイオマス発電の場合は、素材(木質チップ等)における「水の直接採取」「GHG排出」がHighとなっ
ています。また、運転時の「固体廃棄物排出」がHighとなっています。

【ENCOREの評価を変更した点】

「運転」プロセスについては、ごみ焼却発電と同じ理由で、「GHG排出」「非GHG排出」「水の直接
採取」のリスクレベルを下げています。

表A-2-6：バイオマス発電 自然資本へのインパクト

事業の概要 自然資本に関するリスクと機会 プラネタリー・バウンダリーと事業 環境負荷の定量分析 第三者意見報告書 脚注

プロセス 分類

利用面積 直接採取 気候変動 汚染 その他

陸域 淡水域 海域 水 生物資源 GHG 非GHG 水・土壌 富栄養化 固体
廃棄物

騒音/
光害 外来種

調達
製材業及び木材平削り業 L － － H － H M VL － M M －

伐採業 M M － M M M L L － L L M

運転 バイオマス発電 L － － L M M L M M H VL －
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【脱炭素化事業分野】

舶用エンジン／依存(ヒートマップ)

【特徴】

依存がVery High、Highとなる項目はありません。

【ENCOREの評価を変更した点】

舶用エンジンの製造工場は日本にのみ存在し、日本の調達先からの調達がほとんです。その主要な 1
社における鉄製造では再生水の活用が大半であることから、供給サービス「水供給」・調整サービス
「水流調整」についてHighをLowに下げています。

舶用エンジン／インパクト(ヒートマップ)

【特徴】

「調達」プロセスにおいて、調達先の鉄製造において化石燃料が用いられるため、「GHG排出」「非
GHG排出」がHighとなっています。

【ENCOREの評価を変更した点】

「調達」プロセスにおいて、「騒音/光害」「水・土壌汚染」について、舶用エンジンの製造工場は日
本にのみ存在し、日本法に基づき適切な配慮をしている取引先から調達していることから、Very High
をMediumに下げています。

表A-2-15：舶用エンジン事業 自然資本への依存

表A-2-16 舶用エンジン事業 自然資本へのインパクト

プロセス 分類

供給
サービス 調整サービス

水供給 地球規模
気候調整

降雨
パターン

調整
局所的

気候調整 空気ろ過 土壌・
土砂保持

固体
廃棄物

浄化
水質浄化 水流調整 洪水緩和 暴風雨

緩和 騒音減衰 希釈 感覚的
影響緩和

調達 第一次鉄鋼製造業 L VL M VL VL L L M L － M VL － VL
設計・製造 一般機械製造業( > エンジンおよびタービン製造業) M VL VL L VL L L M M M M VL L VL

プロセス 分類
利用面積 直接採取 気候変動 汚染 その他

陸域 水 GHG 非GHG 水・土壌 固体
廃棄物

騒音/
光害

調達 第一次鉄鋼製造業 L M H H M M M
設計・製造 一般機械製造業( > エンジンおよびタービン製造業) L M L M M L M

事業の概要 自然資本に関するリスクと機会 プラネタリー・バウンダリーと事業 環境負荷の定量分析 第三者意見報告書 脚注
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2.2気候と自然に関連したリスクに関する財務インパクトと低減施策
以下では、2.1節の評価においてリスクが高かった(依存・インパクトがVery High(VH)・High(H))事業/プロセスについて、その財務インパクトと低減施策をバリューチェーンに沿って記します。

プロセス
環境事業 社会

インフラ
事業

脱炭素化事業 機械事業
ごみ焼却

発電
バイオマス

発電 バイオガス 水 WtX 風力発電 舶用
エンジン ボイラ 圧力容器 キャスク 産業機械 半導体装置

調達

鉄鋼製造 〇 ● ● ● ● ● ● 〇 ● ● ●
セメント製造 〇 ● ● ● ● ● ●

特殊産業機械製造 〇 ● ● ● ● ● ● ●
伐採 〇
製材 〇

廃棄物処理 〇

設計・
製造

特殊産業機械製造 〇 〇
電子部品製造 〇
エンジン製造 〇

ボイラ製造 〇
タンク製造 〇

建設
建造 〇 ● ● ● ● ● ●

公共事業 〇
建設時

廃棄
建造 〇 ● ● ● ● ● ●

廃棄物処理 〇 ● ● ● ● ● ●

運転

ごみ焼却発電 〇
バイオマス発電 〇

廃棄物処理 〇
水処理 〇

下水処理 〇
材料再生業 〇

浄化 〇
風力発電 〇

廃棄
解体 〇 ● ● ● ● 〇 ●

廃棄物処理 〇 ● ● ● ● 〇 ● ● ● ● 〇 ● ●

依存・影響にVH / H

依存のみにVH / H

影響のみにVH / H

凡例

○ 分析結果に記載
している項目

● WtE事業と同等と
して分析結果に
記載していない項目

表A-2-21：自然関連のリスクが高い事業/プロセス

事業の概要 自然資本に関するリスクと機会 プラネタリー・バウンダリーと事業 環境負荷の定量分析 第三者意見報告書 脚注
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セメント製造(環境事業・社会インフラ事業・風力発電事業で利用するセメントの生産)

依存とインパクトの
主な項目

リスク
分類

リスク
種別

リスク概要 財務へのインパクト リスク低減施策

原材料であるセメント
製造におけるGHG&非
GHGの排出

移行
リスク

政策 GHG&非GHGの排出に係る規制強化(賦課金、増税等)
• 追加的GHG&非GHGの処理設備導入の投資
• 賦課金・税金の増加
• 製造原価上昇

中

追加的GHG&非GHGの処理設備の導
入等により製造工程におけるGHG&非
GHGの排出が少ないセメント、サプ
ライヤーからの調達

製材(バイオマス発電で利用するバイオマス発電燃料の生産)

依存とインパクトの
主な項目

リスク
分類

リスク
種別

リスク概要 財務へのインパクト リスク低減施策

バイオマス発電の燃料
となる木質チップ等の
生産における水使用

物理
リスク

急性
• 水が調達できず木質チップ等生産制限
• 過度な水利用による地滑り、地盤沈下
• 水資源の枯渇

木質チップ等が調達できないことによる発電停止、売上減 中

水利用が少ない・水の再利用により
木質チップ等を生産しているサプラ
イヤーからの調達

慢性
• 水資源の減少
• 水不足による木質チップ等継続的な生産制限

木質チップ等が調達できないことによる継続的な発電停止、売
上減、事業撤退

大

移行
リスク

政策 行政からの取水制限による木質チップ等の生産停止 木質チップ等が調達できないことによる発電停止による売上減 中

バイオマス発電の燃料
となる木質チップ等の
生産で発生するGHG&
非GHGの排出

移行
リスク

政策 GHG&非GHGの排出に係る規制強化(賦課金、増税等)
• 追加的GHG&非GHGの処理設備導入の投資
• 賦課金、税金の増加
• 木質チップ等生産原価上昇、発電コスト上昇

中

追加的GHG&非GHGの処理設備の導
入等により生産工程における排出が
少ない木質チップ等、サプライヤー
からの調達

※財務インパクトは単年について大(100億円超)、中(100～10億円)、小(10億円未満) で評価し、その結果が大・中だったものを記載しています。

事業の概要 自然資本に関するリスクと機会 プラネタリー・バウンダリーと事業 環境負荷の定量分析 第三者意見報告書 脚注
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建設・現地調整・廃棄(WtE/バイオマス発電/インフラの建設・廃棄)

依存とインパクトの
主な項目

リスク
分類

リスク
種別

リスク概要 財務へのインパクト リスク低減施策

建設の際の安定した
天候
(降雨パターン・気候)

物理
リスク

慢性 不安定な天候による作業不能地域の拡大 受注件数の減少、売上減 中
より天候に影響されにくい工法を用
いた建設・廃棄の実施移行

リスク
市場 工期が安定している企業の受注選好の高まり 受注件数の減少、売上減 中

建設における水利用

物理
リスク

慢性
• 生産に必要な水が恒常的に確保できないことによる建設停止
• 水資源の枯渇

建設の継続的な停止による事業撤退・機会損失 大

水利用が少ない・水の再利用を行う
工法による建設の実施移行

リスク
政策 行政からの取水制限による建設の抑制・停止

• 工事遅延による納入・委託元への違約金の発生
• 建設の継続的な停止による事業撤退・機会損失
• 使用済みの水を再利用するための水処理施設等の追加設備投資

中

ごみ焼却発電施設の建
設における固体廃棄物

物理
リスク

慢性
建設により発生した金属やプラスチック等の廃棄物の埋立地の枯
渇による建設停止

• 追加的廃棄物処理設備導入の投資
• 建設原価上昇
• 最終処分場の枯渇による操業抑制・機会損失

中

廃棄物の再利用等により廃棄物排出
が少ない工法による建設の実施

移行
リスク

政策 廃棄物に関する種類・量の規制や罰則の強化
• 追加的廃棄物処理設備導入の投資
• 賦課金・税金の増加
• 製造原価上昇

中

※財務インパクトは単年について大(100億円超)、中(100～10億円)、小(10億円未満) で評価し、その結果が大・中だったものを記載しています。

事業の概要 自然資本に関するリスクと機会 プラネタリー・バウンダリーと事業 環境負荷の定量分析 第三者意見報告書 脚注
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生物圏の一体性(生物多様性の損失)

生物圏の一体性(生物多様性の損失)については、種の絶滅率を年間100万種あたり10種未満に
抑えることが限界点です。気候変動分野のような、カナデビアグループ事業活動に組み込むべ
き国際共通指標は見当たりませんでした。

しかし、カナデビアグループのサステナブルビジョン90)とマテリアリティ設定の基礎とした
「持続可能性4原則91)」を踏まえると、カナデビアグループは、他者がずさんな管理を行ってい
る天然資源に依存せず、自社の事業活動が生態系の健全性を侵害しないように、環境マネジメ
ントを徹底します。

また、調達先に対してグループ調達基本方針の遵守を要請し、顧客による環境アセスメント
実施を積極的にサポートし、生態系の健全性を侵害しないよう働きかけます。

成層圏オゾンの破壊

成層圏オゾンの破壊については、成層圏オゾンの減少を産業革命以前の水準から5％未満に抑
えることが限界点です。オゾン層の保護のためのウィーン条約(Vienna Convention for the 
Protection of the Ozone Layer, 1985年)およびオゾン層を破壊する物質に関するモントリオー
ル議定書(Montreal Protocol on Substances that Deplete the Ozone Layer, 1987年)が採択され
ており、締約国は国内法を制定し、オゾン層破壊物質の製造・輸出入等の規制、排出抑制が進
められています。

カナデビアグループは、フロン・代替フロン等オゾン層破壊物質の製造や回収事業、オゾン
層破壊物質を利用する製品の製造や回収事業を行っていませんが、オゾン層破壊物質を利用す
る製品・機器を使用しています。事業活動を行う国または地域が定めるオゾン層破壊物質の製
造・輸出入等の規制、排出抑制等の法令を踏まえ、オゾン層破壊物質の管理を徹底します。ま
た、事業活動においては、オゾン層破壊物質を使用しない製品・機器への切替を推進します。

表A-3-2：プラネタリー・バウンダリーの限界点(生物圏の一体性)

分野 限界点

生物圏の一体性

(生物多様性の損失)

生態系の多様性を維持し、生物種の絶滅を防止すること。

遺伝的多様性の変化に関する地球の境界を、生物圏の生態学的複雑性の遺伝
的基礎の保全と両立する最大絶滅率と定義した。種の絶滅率を年間100万種あ
たり10種未満に抑える。

また、機能的多様性の変化に関する地球の限界を、生態系が利用可能なエネ
ルギー(純一次生産)の割合として定義した。生物圏の機能維持のためのエネル
ギーが、産業革命以前の90%より多く残存している。

分野 限界点

成層圏オゾンの破壊

オゾン層を保護し、有害な紫外線の地球への到達を抑制する。オゾン層の破壊
は、皮膚がん、白内障、免疫系の低下等、健康への悪影響をもたらす。成層圏
オゾンの減少を産業革命以前の水準(290ドブソン単位(DU))から5％未満(安全動
作領域の境界は276DU)に抑えること。5％の減少は、オゾン層の回復を妨げる
可能性がある閾値と考えられている。

表A-3-3：プラネタリー・バウンダリーの限界点(成層圏オゾンの破壊)

事業の概要 自然資本に関するリスクと機会 プラネタリー・バウンダリーと事業 環境負荷の定量分析 第三者意見報告書 脚注
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土地利用変化

土地利用変化については、地球上の森林面積を少なくとも75％に維持することが限界点です。
森林に対する規制は、各国/地域によって異なりますが、例えば、日本においては、森林の保護
と適正な利用を目的として「森林法」が制定されており、森林の開発や利用には厳しい規制が
設けられています。カナデビアグループの事業活動が森林の開発行為を伴う場合には、法律が
定める開発許可を得るとともに、開発の範囲と程度が必要最小限度になるよう、計画します。
また、開発の場所・程度によっては、オフセット開発が必要となります。自社が森林開発行為
を行う場合はもちろん、顧客の事業活動が森林開発を伴う場合にも、オフセット開発の必要性
を顧客に提案することも重要であると考えます。

カナデビアグループの事業は、インフラ事業を代表として大規模な土地を利用するものが少
なくありません。そのため、そのインパクトを最小化するための施設の高性能化による集約化
を進めていきます。また、WtE事業においては、4.7節で示したように、地域・社会におけるご
み課題への取組成熟度が初期的な段階においては、ごみ焼却炉を導入するだけで、埋立量を発
生量の3％まで減容化することができます。2050年の世界のごみ発生量は膨大な量になる見通
しですので、4.7節に示すビジネス提案を積極的に行うことにより、他者が作り出す廃棄物を削
減し、土地利用による負荷を最小化することができると考えています。

淡水利用変化

淡水利用については、人間活動による地球規模の年間淡水利用量を4000km3以下に抑えるこ
とが限界点です。各国/地域には、水循環や水質に関する法令上の基準が定められており、例え
ば、日本には、水循環の健全な維持を目的とする水循環基本法、地下水の適正な利用と保全を
目的とする地下水法、水質の保全を目的とし、排水規制を行う水質汚濁防止法等が定められて
います。カナデビアグループの事業活動において淡水を利用するにあたっては、これらの法令
を遵守することが必要です。

また、4.7節で示したように、カナデビアグループがWtE施設を運営する場合は、処理プロセ
スで使用する水を循環利用します。その量は、取水量の何十倍にも及ぶことから、他者が利用
する取水量を低減する取組みであるといえます。さらに、カナデビアグループの水処理事業に
よって、他者の排水の水質を適切に管理することができるとともに、造水事業によりきれいな
水を利用できる人が増えることから、これらの事業においても、積極的な提案を行います。

表A-3-6：プラネタリー・バウンダリーの限界点(土地利用変化)

分野 限界点

土地利用変化

森林面積の減少は、気候変動の加速、生物多様性の損失、土壌侵食等、様々な
問題を引き起こす可能性がある。地球上の森林面積を少なくとも75％に維持す
ること。完新世の森林の潜在的面積と比較した残存森林被覆率において、境界
の位置は、北方林/温帯林/熱帯林でそれぞれ85%/50%/85%。

分野 限界点

淡水利用変化

過剰な利用は、水不足、生態系の破壊、紛争等、様々な問題を引き起こす可能
性がある。

ブルーウォーター：人為的に生じたブルーウォーターの流れの撹乱について、
産業革命以前よりも偏差が大きい世界の陸地面積の上限(95パーセンタイル)を
10.2％以下に抑える。

グリーンウォーター：植物が利用できる水の人為的撹乱について、産業革命以
前の変動からの偏差がある陸地面積の割合を11.1%以下に抑える。

表A-3-7：プラネタリー・バウンダリーの限界点(淡水利用)

事業の概要 自然資本に関するリスクと機会 プラネタリー・バウンダリーと事業 環境負荷の定量分析 第三者意見報告書 脚注
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大気エアロゾル負荷

大気エアロゾル負荷については、大気エアロゾル負荷を産業革命以前の水準と比較して、人
間活動による地球規模での変化を最小限に抑えることが限界点です。大気エアロゾル負荷の規
制については、各国/地域において、厳格な基準が設定されており、例えば、日本では大気汚染
防止法が定められていますので、これらの法令を遵守して事業活動を行います。なお、エアロ
ゾルの一部については、オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書(Montreal 
Protocol on Substances that Deplete the Ozone Layer, 1987年)の規制対象となっており、エ
アロゾルが気候変動に与えるインパクトについても議論されています。今後、これらの条約に
おいてエアロゾルの取扱が明確になり、各国/地域の法令が制定されれば、それを踏まえた管理
を行います。

また、カナデビアグループは事業においてごみ焼却施設から排出されるばいじん発生抑制に
取り組んでいます。表6-1 に示すとおり、カナデビアグループが運営受託している施設では、
ばいじんに対しても規制値以下または規制値の10倍程度厳しい管理値での適正な処理を実施し
ています。

新規化学物質(化学物質による汚染)

化学物質による汚染については、未試験の合成物質が地球システムに0%放出された時点で限
界点が設定されます。カナデビアグループは、新規化学物質の開発・製造を行いませんので、
共同研究者等が未試験の合成物質の開発・製造・使用を行い、カナデビアグループも関与する
ような特別な場合を除き、直接的な問題とはなりません。

しかし、既存の化学物質による汚染については、オゾンの破壊、大気エアロゾル負荷、海洋
酸性化等の項目で述べたように、各国/地域において環境負荷の性質、化学物質の性質に応じた
取扱・使用・排出に関する厳格な規制が設定されています。したがって、既存の化学物質によ
る汚染に関しては、これらの法令を遵守して事業活動を行います。

分野 限界点

大気エアロゾル負荷
エアロゾルは、呼吸器疾患、気候変動、降水パターンの変化等、様々なインパ
クトをもたらす可能性がある。エアロゾル工学的厚さ(AOD)の半球間差異の年
平均を0.1に抑えること。

表A-3-9：プラネタリー・バウンダリーの限界点(新規化学物質)

分野 限界点

新規化学物質

(化学物質による汚染)

地球システムへの真に新しい人為的導入に限定されている。これらには、合成
化学物質や物質(マイクロプラスチック、内分泌かく乱物質、有機汚染物質等)、
核廃棄物や核兵器等の人為的に移動させた放射性物質、人間による進化の改変、
遺伝子組み換え生物、進化プロセスへのその他の直接的な介入が含まれる。未
試験の合成物質が地球システムに放出される割合が0%であること。

表A-3-8：プラネタリー・バウンダリーの限界点(大気エアロゾル負荷)
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(1)TNFDレポート2024の振り返りおよび2025年度の定量分析

TNFDレポート2024では、環境負荷の定量分析として、「顧客における環境負荷ゼロに向けた
シミュレーション」を実施しました。この分析では、カナデビアグループの主力事業である
WtE事業において2050年時点で「地域社会の環境負荷ネットゼロ」に貢献する条件を、株式会
社aiESG92)による簡便なシミュレーションを用いて明らかにしました。

具体的には、化石燃料由来の電力をごみ焼却の電力で代替することによる削減貢献量とWtE
事業の環境負荷の比較を行い、2050年において以下の条件が満たされれば、CO2排出量、NOx
排出量、SO2排出量およびメタン排出量の各項目（鉱物使用の環境負荷を除く）の削減貢献の
総量が、サプライチェーンの環境負荷の総量を超えるという結果でした。

【条件】
・オープンダンピングを行っている地域やごみ焼却発電施設がない地域において、
・標準化した新しいタイプのWtE施設を導入して、
・新たにごみ焼却発電による電力提供を行い、
・上記の地域で2023年度と同程度の規模で事業が展開されている

このシミュレーションは、カナデビアグループが目指す「環境負荷ネットゼロ」は、WtE事
業において目指しうる実現可能な目標であることを推計したものでした。一方で、実際のサプ
ライチェーンにおける品目レベルでの環境負荷については分析していませんでした。

そこで、今回のレポートでは、調達改善に向けて、「2023年度調達品に基づいた、ライフサ
イクル影響評価(LCIA)」として、カナデビアグループの調達品目レベルにおいて環境負荷を分
析・評価し、どのような品目がより重視すべき品目となるのかについて分析しました。

(2)Scope3カテゴリー11の算定対象と算定方法

「カナデビア株式会社ESGデータ集2025」(以下、「ESGデータ集2025」という)における
Scope3カテゴリー11の値は、カナデビアグループが2024年度に販売した各製品の重量あるい
は金額に、環境省の産業連関表に基づく排出データベースの原単位を乗じて算定する方法を採
用しています。

この結果は、LCA計算によって導かれた結果、すなわち、GHG排出量(Scope1,2,3)の中で圧
倒的に大きいのはScope3カテゴリー11(販売した製品の使用時に発生するGHG)であり、
Scope1,2,3全体の90%超を占めるという結果と同じです。Scope3カテゴリー11を具体的に分
析すると、「舶用エンジンの使用」により排出されるGHGがほとんど(90%超)を占めているこ
とも分かっています。カナデビアグループでは、タンカーなど大型船舶のエンジンを製造して
いますが、大型エンジンを動かすために重油が使用されるからです。

とはいえ、舶用エンジンの使用に伴うGHG排出量算定の考え方には問題がありました。本来、
舶用エンジンは、船舶という最終製品に対する中間製品です。販売したエンジンの使用段階の
排出量の算定においては、船舶の総重量に対するエンジン重量の割合により物理的に配分する
ことがGHGプロトコルにおいて認められています93)。しかし、従来、カナデビアグループでは、
物理的配分を行ってきませんでしたので、今回(2025年度)より、販売する製品に関するGHG排
出量算定を見直すこととしました。試算してみると、舶用エンジンの使用に伴うGHG排出量は、
Scope3カテゴリー11の2～3％程度に縮小することが分かりました。

次に問題となるのは、カナデビアグループの主力事業であるWtE施設の使用、言い換えると
ごみを焼却したときに排出されるGHG量の算定です。GHGプロトコル上は、ごみ焼却発電にお
けるGHG排出量算定方法が定められていません。しかし、カナデビアグループの事業構造を適
切に反映してScope3カテゴリー11を把握するには、このGHG量を算定する必要があります。
そこで、WtE施設で焼却するごみの構成は、国や地域によって異なりますが、都市ごみに関す
る文献等を参考に保守的な算定方法を自社で設定しました。変更後の計算方法の考え方と試算
結果の詳細は、ESGデータ集2025を参照してください。
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この算定方法に基づき計算しても、GHG排出量(Scope1,2,3)の中で圧倒的に大きいのは
Scope3カテゴリー11(販売した製品の使用時に発生するGHG)であり、それはScope1,2,3全体の
90%超を占めるという結果に変わりはありませんでした。

しかし、カナデビアグループの排出量の主役は舶用エンジン事業から、主要事業であるWtE
事業に変わります。新しい算定方法では、WtE施設がそのライフサイクル期間中に化石燃料由
来のプラスチックを焼却した場合に排出されるGHG量を一括計上します。2024年度に販売した
施設について試算してみると、Scope3カテゴリー11のほとんど(70～90%超)が、WtE施設でご
み焼却時に排出されるCO2であることが分かりました。そして、残りのScope3カテゴリー11の
約50%が「舶用エンジンの使用」、残りの約50%は「購入した商品・サービス(Scope3カテゴ
リー1)」の排出量の割合であることが分かりました。

このように、環境負荷ネットゼロを追求するには、Scope3カテゴリー11の排出量の最小化が
課題であり、特にプラスチックを焼却した際に発生するCO2の最小化、舶用エンジンで使用す
る燃料の転換に加え、調達品に係る排出量を最小化することが必要です。そこで、次節では、
調達改善の端緒を見つけるために行ったライフサイクル影響評価について述べます。
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(3)調達改善に向けたLCAデータベースによる試算

2023年調達品に基づく、ライフサイクル影響評価（LCIA）

カナデビアグループの調達における環境負荷削減に向けて、「調達」品の環境負荷について
傾向評価行いました。評価にあたっては、 LCA(ライフサイクルアセスメント)を使用していま
す。LCAとは、製品やサービスが環境に与える影響を、原材料の採取から廃棄・リサイクルま
でのライフサイクル全体で定量的に評価する手法です。この分析では、カナデビアグループが
購入した調達品を対象としています。なお、顧客先が製品を使用する際に排出されるScope3カ
テゴリー11は評価対象としていません。

調達(Scope3カテゴリー1相当)のライフサイクル影響評価(LCIA)では、カナデビアグループが
2023年度に販売した各製品の重量あるいは金額に、各製品と紐づくIDEA製品原単位を乗じ、環
境負荷を積算しました。

以下の条件でLCIA評価を行っています。

使用データ：2023年度のカナデビアグループの調達データ
LCAデータベース：AIST-IDEA Ver.3.4
LCIA評価：LIME3

AIST-IDEA(Inventory Database for Environmental Analysis)は、世界最大級のLCA(ライフサ
イクルアセスメント)用インベントリデータベースで、国立研究開発法人産業技術総合研究所
(AIST)が開発しており、約9,500以上のプロセスデータを収録しており、ほぼ全ての経済活動(農
林水産、工業製品、サービスなど)をカバーしています。AIST-IDEAを使うことで、より高い解
像度でどのプロセスが重要であるかを知ることができます。

また、LIME3は、製品やサービスのライフサイクルにおける環境影響を、人間の健康・生物
多様性・社会資産・一次生産といった“守るべき対象”に基づいて評価し、異なる影響を金額な
どの共通単位で統合できる、日本発のライフサイクル影響評価(LCIA)手法です。LIME3を使うこ
とで、GHG以外の環境影響を把握することができます。今回は、以下のような計算で、環境影
響の値を評価しています。

環境影響＝➀販売した製品の重量または売上金額×➁IDEA製品原単位
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なお、アイテム数においては日本で消費されるケースが多いことと、世界での消費と大きな
差異がないため、暫定的に、日本で消費したという前提をおいて試算を行いました。

LIME3では、「守るべき対象(エンドポイント)」に基づき、GHGや水資源以外にも、以下の4
つの指標で評価します。

カナデビアグループの調達情報のうち、どのような購入項目のインパクトが大きいかを明ら
かにするために、LCIA評価結果に対して、パレート分析を実施しました。パレート分析とは、
全体の結果に対して、少数の重要な要因が大きな影響を与えていることを明らかにし、改善や
意思決定の優先順位を決めるための分析です。パレート分析を行うことにより、多数ある購入
品目の中で、特にどの項目がインパクトを与えているのかを可視化することができます。それ
ぞれの結果は、以下のとおりです。
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指標 (GHG、水資源以外) 説明

人間健康
(Human Health)

大気汚染物質や有害化学物質、気候変動などが人の健康に与える影響
評価方法：平均余命の損失(DALY：障害調整生存年)や疾病リスクで定量化
例：PM2.5による呼吸器疾患、熱波による死亡リスク増加

社会資産
(Social Assets)

社会的な資産(建造物、インフラ、土地など)への被害
評価方法：資産の損失額や修復コストで評価
例：酸性雨による建造物の劣化、海面上昇による土地の水没

生物多様性(Biodiversity)

温暖化、土地利用、富栄養化などによる生物種の絶滅リスク
評価方法：絶滅に追いやられる種の数

(EINES：Expected Increase in Number of Extinctions)
E/MSY(100万種あたりの年間絶滅種数)

例：森林伐採や気候変動による生息地喪失

一次生産
(Primary Production)

自然の光合成による生産力(森林、農作物、漁業資源など)がどれだけ損なわ
れるか

評価方法：純一次生産量(NPP)の減少量で評価
例：気候変動や土地利用変化による農業生産性の低下

表A-4-1：GHGや水資源以外のLIME3指標

➀気候変動

カナデビアグループの調達品目において、気候変動への影響が最も大きいのがAIST-IDEA 
Ver.3.4における「その他の対事業所サービス」、次いで「圧縮ガス・液化ガス」、「舶用
ディーゼル機関」の順となりました。上記9品目で購入品の排出量の9割を占めています。最大
となった「その他の対事業所サービス」は、カナデビアグループの主力事業である環境事業に
おいて、顧客先における現地工事や、自社施設におけるエンジニアリング業務が該当しており、
カナデビアグループの工夫により下げられる項目と考えられます。

次の「圧縮ガス・液化ガス」では当社茨城工場におけるガスタービンによる発電事業で大量
に使用するLNG燃料が影響していること、「舶用ディーゼル機関」は舶用エンジン製造に必要
な材料および製造工程でのエネルギー使用が影響していること等が、分析結果から分かりまし
た。このうち、舶用エンジンの試運転で使用する燃料以外は、自社施設における排出になり、
自ら検討が可能な項目です。それ以降の排出源は、顧客仕様に合わせた納品物のために購買し
た資材になります。

図A-4-1：調達品目による気候変動への影響分析結果
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➁人間健康

人間健康は、大気汚染物質や有害化学物質、気候変動などが人の健康に与える影響を、平均
余命の損失(DALY：障害調整生存年)で測ります。

カナデビアグループの調達品目において、人間健康への影響が最も大きいのが「その他の対
事業所サービス」、次いで「圧縮ガス・液化ガス」、「舶用ディーゼル機関」の順となりまし
た。調達品の上位10品目でインパクトの9割を占めています。 

「その他の対事業所サービス」には現地工事等、土地利用の変化に関係する業務も多く含ま
れています。エネルギー使用によるNOxやSOxなどの有害物質が発生するだけでなく、土地利
用による環境変化なども人間の寿命を縮める要因となっているとの分析結果となりました。こ
のほか、➀気候変動同様、ガスタービンや舶用ディーゼル機関の試運転にまつわる燃料類の製
造に係る負荷が大きいと考えられ、事業部門における使用量の工夫が重要になると考えられます。

図A-4-2：調達品目による人間健康への影響分析結果
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➂社会資産

社会資産は、社会的な資産(建造物、インフラ、土地など)への被害を、資産の損失額や修復
コストで評価しています。

カナデビアグループの調達品目において、社会資産への被害影響が最も大きいのが「圧縮ガ
ス・液化ガス」となり、次いで「その他の対事業所サービス」、以下「化学装置用タンク」、
「舶用ディーゼル機関」などの製品類が並ぶ結果となりました。上位6品目で購入品のインパク
トの9割を占めています。

「圧縮ガス・液化ガス」が最大となった要因として、燃焼による大気汚染物質(NOx、SOx等)
放出による影響だけでなく、採掘や燃料輸送等による影響を含めた社会資産の損失に影響を及
ぼしていることが挙げられます。今回の結果では約1.8億米ドル（日本円で260億円相当）の社
会資産への被害を与えていることが示されました。

図A-4-3：調達品目による社会資産への影響分析結果
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➃生物多様性

カナデビアグループの調達品目において、生物多様性への被害影響が最も大きいのが「その
他の対事業所サービス」であり、僅差で「圧縮ガス・液化ガス」と続きます。その後、差が開
く形で各種製品群が並びます。調達上位7品目で生物多様性へのインパクトの9割を占めていま
す。生物多様性(絶滅リスク)はEINESで評価しています(EINESとは、Expected Increase in 
Number of Extinct Speciesの略称。ある生物種の絶滅種数の増分を予測した値)。

「その他の対事業所サービス」は、現地工事等による土地利用の変化への影響が大きいと考
えられますが、このことが生物多様性へも影響を及ぼす可能性が示されたと考えます。また、
「圧縮ガス・液化ガス」については燃焼による大気汚染物質の排出が生物への影響を及ぼして
いることを示しています。製品群の原材料は主に鉄系物質ですが、これらによる生物多様性へ
の影響は相対的に大きくないことも分かりました。

なお、最大要素である「その他の対事業所サービス」においても約0.0004EINESであり、
カナデビアグループおける調達品目による生物多様性への影響は小さいことも分かりました。

図A-4-4：調達品目による生物多様性への影響分析結果
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➄一次生産

一次生産は、自然の光合成による生産力(森林、農作物、漁業資源など)がどれだけ損なわれ
るかを、純一次生産量(NPP)の減少量で評価しています。

カナデビアグループの調達品目において、一次生産への被害影響が最も大きいのが「その他
の対事業所サービス」で、これが7割弱を占め、他を大きく引き離す結果となりました。

LCAにおける「一次生産」とは、主に植物の活動によって生産される有機物の総量を指しま
す。これは、人間以外の生態系を評価する際の重要な要素の一つで、特に植物系の生物にとっ
ての環境影響を測る指標となっています。「その他の対事業所サービス」は現地工事等で約
24,000トンの植物由来有機物に影響を与えていることが示されていると同時に、「圧縮ガス・
液化ガス」や鉄系材料から製造される製品等からの影響は小さいことも同時に示しています。

図A-4-5：調達品目による一次生産への影響分析結果
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➅水資源

カナデビアグループの調達品目において、水資源消費量が最も大きいのが「その他の対事業
所サービス」となり、他を大きく引き離す結果となりました。この結果からカナデビアグルー
プにおける製品製造時の水資源使用量は、サービス事業と比べて小さいことが分かりました。
上位10品目で、水資源インパクトの9割を占めています。

また、水資源量の多い上位項目の中に、「その他の木製品」(5位、主には輸送で使用するパ
レット等)や「事務用品」(6位)が含まれました。製品に直接的に含まれない調達品目の有効利用
や使用量削減・環境負荷低減品への代替も重要な取組となることが分かりました。これらは、
事業部門だけではなく、調達部門も協力して工夫で削減できる環境負荷であると言えます。

図A-4-6：調達品目による水資源への影響分析結果
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(4)まとめ

今回の分析を振り返ると、従来よりも解像度の高いLCAデータベースを利用することで、
GHG排出量だけでなく、多様な環境影響を評価することができ、具体的な調達品目の絞り込み
とその部門を想定することが可能となりました。試算で環境負荷が大きいと示された項目には、
工場や事業部門あるいは調達部門の努力によって削減可能なものもあれば、製品の設計仕様や
技術開発を通してはじめて削減につながる項目もありました。

これらの試算結果を踏まえ、今後はさらに調達項目を細分化して影響が大きい項目への対策
を練ることで、環境負荷低減に貢献することができると考えています。調達品による環境負荷
を低減するための工夫や取組について検討を進めます。また、LCIAによる評価には一定の成果
が見られたことから、今後、当該手法を適用した結果を報告することも検討します。
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The Sustainability Collaborative

Senior Advisor 高見幸子

私は、カナデビアグループとは独立の立場でこの分析を行った。下記記載の手続きの範囲
で得た情報と関連した主張を基盤にして、その範囲で分析と評価を実施した。

分析のために実施した手続き

◇カナデビア株式会社 TNFDレポート2024を読み、更に情報を得るために質問項目を作成し
解答を得た。

◇分析方法として、ナチュラル・ステップの持続可能性分析の考え方を基盤にした。それは、
持続可能な社会において成功している姿から現在の取組を見るというバックキャステイ
ング手法を用いる。持続可能性４原則を基準にして、どのように進んでいるのかについ
て評価をし、対策を提案している。

◇日本の環境省、国立環境研究所、スウェーデンの環境保護庁が提供しているごみ処理状況
とその課題についての情報を参考にした。

◇更に、スウェーデンのバイオマス熱電供給プラントを経営している企業のホームページ、
両国の環境NGOのホームページの情報も参考にした。

分析結果

カナデビアグループは、昨年、「日立造船」から「Kanadevia」と名前を変え、グローバ
ルなアクターとして、気持ちを新たに、サステイナブルな社会の実現に大きく貢献する決意
をしている。その新しい一歩にふさわしく、国際的な自然関連財務情報開示タスクフォース
(TNFD)のEarly Adaptersとして登録し、主力事業であるWaste to Energy (WtE)事業とバイオ
マス発電事業の現在から2050年までを対象として、環境と社会に関するリスクや財務への影
響の情報を開示している。膨大な量の情報を整理し、これらを判断することは並大抵なこと
ではない。レポートは、意欲的、かつ真摯に情報開示がされている。また、サステイナブル
な将来からバックキャステイングをした戦略もしっかり発信されていることを高く評価する。

カナデビアグループの技術を用いたごみ焼却処理量は全世界のごみ焼却処理量の26％を
占める。世界最大のごみ焼却発電施設等のプラントエンジニアリング企業である。また、ご
み焼却発電のみならず、バイオマスとバイオガス生産施設の技術も持っている。それゆえ、
これらの技術を用い、資源循環を促進することによって気候変動とネイチャーポジティブの
対策に貢献できる可能性があると考える。

カナデビアグループの技術の気候変動への貢献は、化石燃料の代替としてごみを発電に使
うだけではなく、埋立地の生ごみからのメタン発生による深刻な温暖化効果を防いでいるこ
とにもある。スウェーデンでは、1990年から2023年で埋立地からの温暖化ガスの排出を
88％削減できている。有害物を含まない可燃ごみが焼却されエネルギーを回収するように
なり埋立地が減ったからである。それゆえ、オープンダンピングサイトの課題がある発展途
上国へのごみ焼却発電施設の導入は大きな効果が期待できる。

バイオマス発電事業は、自然の多様性に配慮したサステイナブルな林業からの廃材を原料
にすることで、脱炭素化になるだけでなく、日本においては、衰退している林業を活性化し、
持続可能にすることで、自然資本の回復、ネイチャーポジティブに貢献できる可能性がある
と考える。

事業の概要 自然資本に関するリスクと機会 プラネタリー・バウンダリーと事業 環境負荷の定量分析 第三者意見報告書 脚注
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カナデビアグループは、持続可能性４原則を前提にした、2050年にめざす「サステイナ
ブルビジョン」を持っていることを高く評価する。「環境負荷をゼロにする」「人々の幸福
を最大化する」というビジョンの実現からバックキャステイングをしているために、新たに、
WtX事業を開発し展開する戦略を持っている。例えば、廃棄物から、リサイクル可能な製品、
グリーン電力やバイオメタンだけでなく、グリーンアンモニアやグリーン水素等、化学品、
リサイクル金属等の有価物を生み出す技術開発に挑戦している。また、中期戦略として、ご
み焼却発電施設にCO2回収、バイオガス施設の提案等をしていることを高く評価する。

近年、毎年、平均気温が上がり、気候変動による災害が世界で頻繁に起こっている。パリ
協定の1.5度目標を達成するために、どの国でも、画期的な気候変動への対策は待ったなし
である。

この事態において、ストックホルム市の地域暖房を供給しているStockholm Exergi 社が
2028年に、世界で初めて、二酸化炭素を大気から回収し地殻に貯蔵する本格的なBECCS(バ
イオエネルギー・キャプチャー・アンド・ストレージ)の事業を始める。BECCSは、生物起
源のCO2を大気中から恒久的に除去する技術である。ストックホルムにある欧州最大のバイ
オマスをベースとした熱電併給プラントで、CO2の回収と熱回収を組み合わせることで、大
量の生物起源CO2を回収し、恒久的に貯蔵する事業である。これにより、大気中から炭素が
除去され、いわゆるマイナス排出、クライメートポジテイブが実現する。この事業の規模は
大きく、ストックホルムで走る全車両の二酸化炭素の排出量を吸収し、地殻に貯蔵すること
に値するという。これが画期的なことは、1社で実現したのではなく、EUとスウェーデン政
府と環境意識の高い顧客とのコラボがあることである。

このような大きな変革には、国や地方自治体の方針が同方向を向く必要がある。EUもス
ウェーデンも、気候変動で世界をリードすることをビジョンとしており、その誘導政策とし
てカーボンプライシングや二酸化炭素の排出権取引がシステム化している。二酸化炭素の回
収と貯蔵がビジネスチャンスになり得るには、そのような社会のシステム、インフラ作りが
基盤に必要である。

カナデビアグループにとっての課題は、ごみの収集が自治体マターでそれに関わっていな
い点、自然資本への直接的な関わりが顧客側の意思決定に大きく、また、さまざまに偏って
いる点であると考える。カナデビアグループがサステイナブル社会の構築という大きなチャ
レンジにこれらの重要なアクターとコラボをしてチャレンジをすることを期待する。

2030年に向けた戦略の提案

1) 日本にごみ焼却施設数が約1,000施設あるが、発電設備があるのが全体の38.5％である。
発電効率は、30％で70％の熱が活用されていないため地域で熱利用のシステムを構築し
て活用度を高める。

2) 子会社のカナデビアイノバがバイオガス生産の技術を持っており、ヨーロッパでバイオ
ガス利用が普及していることから、日本やその他の国にも展開できる方法・インフラ作
り等を自治体と一緒に検討する。

3) ごみの中のプラスチックを減らすために、例えば、プラスチックの含量に料金を課すよ
うな誘導策を導入する。

4) 焼却のために回収されたごみを更に、生ごみ、プラスチック、金属と素材分別をしてリ
サイクルするシステムを自治体とリサイクル会社とコラボで検討する。

5) 移行リスクの項目で、政策リスクに、リサイクル等の制度厳格化によりごみ焼却量が減
少することに伴う発電量の低下、焼却残渣の再生利用基準の設定、法令違反の際の費用
負担増大が挙げられている。しかしながら、サステイナブルな社会からバックキャステ
イングをするとごみが減ることは望ましいことなので、それをリスクと捉えず、例えば、
ごみの対策が遅れている海外の国からごみを輸入して海外の国の環境対策の支援をする
可能性等も検討する。あるいは、二酸化炭素税、排出権取引が導入されると、二酸化炭
素を回収して埋蔵するCCSが、新しいビジネスとなる可能性がある。政策の提言活動も検
討する。
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まとめ

このイラストはスウェーデンの政府・行政がごみ対策の優先順位を見せた階段の図である。
環境省も資源の循環的利用と廃棄物処理について同じ優先順位(1発生抑制、2再使用、3再生
利用、4熱回収、5適正処分) を定義している。

スウェーデンの2023年度Avfall Sverige(国のごみ行政機関)のデータでは、素材リサイク
ルが24％、建築素材が3％、バイオガス・堆肥が15％、エネルギー(熱と電気)56％で、埋め
たてが2％である。OECDのデータによれば、日本は、ごみを焼却する割合が世界で最も多
い。2021年3月30日に、環境省が発表したデータによると、ごみの処分方法のうち、最も多
いのが焼却で79.4%、リサイクルが19.6%、埋め立てが1%となっている。両国間の顕著な
違いは、スウェーデンは、日本ができていないバイオガス・堆肥を15％していることだ。
日本にもその可能性はある。

環境省は、別の報告書で、分散型電源で、かつ、安定供給が見込める循環資源やバイオマ
ス資源の熱回収や燃料化等によるエネルギー供給が果たす役割が、今後、一層大きくなると
述べている。さらに、現状では、発電効率や予熱利用の割合は低く、一層高める必要がある
としている。バイオマス資源については、技術開発や安定供給に向けた取組を進め、原料生
産から収集・運搬・製造・利用までの一貫システムを構築していく必要としている。そのた
め、地方自治体による高効率廃棄物発電施設の早期整備や民間事業者が行う高効率の廃棄物
発電等を行う施設の整備促進を行い、廃棄物発電等の熱回収の高度化を図り、焼却施設や産
業工程から発生する中低温熱について、地域冷暖房に活用する等の有効利用を進めるとして
いる。また、バイオ燃料の生産拡大や、生ごみ等からのメタン回収を高効率に行うバイオガ
ス化等を進めていくとまとめている。このように、時代は着実に追いついてきていると考え
る。

今、気候変動、生物の多様性の激減、戦争、世界経済の不安定さ等、社会が激動している。
今こそ、あるべき姿からバックキャステイングをして2030年にカーボンポジテイブ、そし
て、ネイチャーポジティブを目指してチャレンジされることに期待する。

2025年4月25日
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出典：Sopor.nu, Sveriges avfallsportal

注釈
クライメートポジテイブ：二酸化炭素排出量より、吸収量の方が多い状態を言う。
ネイチャーポジティブ ：「2020年を基準として2030年までに自然損失を食い止めて、反転させ
2050年までに完全な回復を達成する。」という社会的な世界目標
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脚注
1. サステナブルビジョンについては、統合報告書2024 p.17(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
2. 環境負荷ゼロとは、自社の事業活動に由来する環境負荷はもちろん、カナデビアグループのサプライチェーンの環境負荷、カナデビアグループの製品・サービスを利用する顧客の環境負荷を、その地域が本来有する環境復元力の範囲内にとどめ

ることと定義する。本レポートにおいて、文脈により「環境負荷ネットゼロ」または単に「ネットゼロ」と表現する。英文版では「環境負荷ゼロ」を“net-zero environmental impacts within Planetary boundaries”と翻訳し、定義をより明確化
した。環境負荷ゼロに向けたゴールとターゲットは、6.2節参照。

3. ネイチャーポジティブとは、生物多様性の負(損失)の流れを止めて、正(回復)に反転させること。2020年を基準として、2030年までに自然の損失を食い止め、反転させ、2050年までに完全な回復を達成することが、世界的な社会目標となってい
る。

4. CCUSとは、「CCS (Carbon dioxide Capture and Storage：二酸化炭素(CO2)回収・貯留）」と「CCU (Carbon dioxide Capture and Utilization：二酸化炭素(CO2)回収・利用」)」の2つの言葉を合わせたもの。CCSは、化石燃料などに由来する
炭素を地中にもどす技術。CCUは、CO2を燃料やプラスチックなどに変換して利用したり(カーボンリサイクル)、CO2のまま直接利用するなど、資源としてCO2を有効利用する技術。

5. WtEとは、Waste to Energy（ごみ焼却発電）の略称。「WtE施設」とはごみ焼却発電施設をいう。「WtE事業」という場合は、原則として、ごみ焼却発電とバイオガス発電(燃料転換および水素利用を含む)事業をいうが、文脈によりバイオガス
発電と区別する場合は、「ごみ焼却発電」「バイオガス発電」とそれぞれ表現する。

6. WtXとは、Waste to Xの略称。Waste to Xとは、廃棄物を電気に限らず、材料、燃料、化学品など多様な資源へと変換する技術・事業の総称。資源循環型社会の実現に向けた中⾧期的な戦略の柱としている。
7. プラネタリー・バウンダリー(Planetary boundaries)は、ストックホルム・レジリエンス・センターによって提唱されている、「地球の環境に変化(特に人間の影響)が加わっても、もとの状態に戻り、地球環境が安定した状態を保てる限界の範

囲」を示した境界線。気候変動、生物多様性の損失、生物地球化学的循環、海洋酸性化、土地利用の変化、淡水、オゾンホール、大気エアロゾル粒子、化学物質による汚染の9つのプロセスが提示されている。
8. Resilience Eco Society® とは、TNFDレポート2024で提案した。https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/tnfd2024_J.pdfを参照。
9. サステナブルビジョンについては、統合報告書2024 p.17(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
10. 環境負荷ゼロとは、自社の事業活動に由来する環境負荷はもちろん、カナデビアグループのサプライチェーンの環境負荷、カナデビアグループの製品・サービスを利用する顧客の環境負荷を、その地域が本来有する環境復元力の範囲内にとどめ

ることと定義する。本レポートにおいて、文脈により「環境負荷ネットゼロ」または単に「ネットゼロ」と表現する。英文版では「環境負荷ゼロ」を“net-zero environmental impacts within Planetary boundaries”と翻訳し、定義をより明確化
した。環境負荷ゼロに向けたゴールとターゲットは、6.2節参照。

11. 持続可能性4原則とは、サステナブルではない状態が生じた4つの根本原因に着目して導いた企業活動の原則。詳細は、本レポートp.44を参照。
12. プラネタリー・バウンダリー(Planetary boundaries)は、ストックホルム・レジリエンス・センターによって提唱されている、「地球の環境に変化(特に人間の影響)が加わっても、もとの状態に戻り、地球環境が安定した状態を保てる限界の範

囲」を示した境界線。気候変動、生物多様性の損失、生物地球化学的循環、海洋酸性化、土地利用の変化、淡水、オゾンホール、大気エアロゾル粒子、化学物質による汚染の9つのプロセスが提示されている。
13. 「成功の柱」とは、カナデビアグループのサステナブルビジョンを実現するために最優先して対処すべき課題のこと。一般にマテリアリティ(重要課題)というものと同じ。成功の柱については、統合報告書2024p.17,p.18

(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
14. TCFDは2023年10月に解散し、その機能はInternational Sustainability Standards Board (ISSB)が引き継いだ。
15. 例えばEUの企業サステナビリティ情報開示指令(CSRD)に基づくEU各国法令が挙げられる。
16. ISSB(IFRS S1号・S2号)、SSBJ(サステナビリティ開示ユニバーサル基準、サステナビリティ開示テーマ別基準第1号・第2号)、GRIスタンダードなどが挙げられる。
17. ISSBのIFRS S1号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」の一般的な要求事項およびその他の規定への整合のために要求されている項目である。
18. RFPとは、Request for Proposalの略。日本では、要求水準書、発注仕様書と称される。
19. 例えば、ごみ焼却発電施設等に併設される温水プールが該当する。
20. プロジェクトによっては、カナデビアグループとゼネコンが共同企業体(ジョイント・ベンチャー(JV))を組み、解体工事を行う場合もあるが、今回の分析・評価の対象外とする。
21. TCFDに基づく開示については、統合報告書2024 p.53(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
22. 環境負荷ゼロとは、自社の事業活動に由来する環境負荷はもちろん、カナデビアグループのサプライチェーンの環境負荷、カナデビアグループの製品・サービスを利用する顧客の環境負荷を、その地域が本来有する環境復元力の範囲内にとどめ

ることと定義する。本レポートにおいて、文脈により「環境負荷ネットゼロ」または単に「ネットゼロ」と表現する。英文版では「環境負荷ゼロ」を“net-zero environmental impacts within Planetary boundaries”と翻訳し、定義をより明確化
した。環境負荷ゼロに向けたゴールとターゲットは、6.2節参照。

23. サステナブルビジョンについては、統合報告書2024 p.17(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
24. 2023年度から2025年度までの中期経営計画：https://www.kanadevia.com/ir/policy/pdf/2023tukei_Forward25_Jn.pdf
25. カナデビアグループの人権方針：https://www.kanadevia.com/sustainability/social/human_rights.html

https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/tnfd2024_J.pdf
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26. 人権リスクゼロとは、人権リスクを最小化することをいう。
27. カナデビアグループ調達基本方針：https://www.kanadevia.com/sustainability/social/procurement.html
28. 国連グローバルコンパクトSAQとは、国連グローバルコンパクトのカントリー・ネットワークである一般社団法人グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン(GCNJ)のサプライチェーン分科会が作成した「CSR調達 セルフ・アセスメ

ント・ツール・セット」内の「CSR調達セルフ・アセスメント質問票」をいう。国連グローバルコンパクト10原則、ISO26000等の国際ガイドライン、特定業界のCSRアンケートをベースに中核項目を抽出し、業界を問わずバイヤーとサプライ
ヤー間で共有できるよう構成した質問票。現在は、当社および一部の子会社で運用しているが、今後はグループ各社において運用する。

29. サステナブルビジョンについては、統合報告書2024 p.17(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
30. 「成功の柱」とは、カナデビアグループのサステナブルビジョンを実現するために最優先して対処すべき課題のこと。一般にマテリアリティ(重要課題)というものと同じ。成功の柱については、統合報告書2024 p.17, 

p.18(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
31. 舶用エンジンのほか、可燃ごみ焼却施設、し尿処理施設、橋梁、鋳物製品、特殊バルブ等の事業・製品について、一部に不適切行為が行われていたことが判明した。詳細は、2025年3月25日および同年4月30日公表資料

(https://www.kanadevia.com/newsroom/news/FY2025-6.pdf)を参照。
32. サステナブルビジョンおよび成功の柱の設定後にいただいた第三者意見報告書については、こちら(https://www.kanadevia.com/sustainability/management/comments.html)を参照。
33. 持続可能性4原則とは、サステナブルではない状態が生じた4つの根本原因に着目して導いた企業活動の原則。詳細は、本レポートp.44を参照。
34. サステナブルビジョンについては、統合報告書2024 p.17(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
35. CCUSとは、「CCS (Carbon dioxide Capture and Storage：二酸化炭素(CO2)回収・貯留）」と「CCU (Carbon dioxide Capture and Utilization：二酸化炭素(CO2)回収・利用」)」の2つの言葉を合わせたもの。CCSは、化石燃料などに由来する

炭素を地中にもどす技術。
36. ENCORE とは、Exploring Natural Capital Opportunities, Risks and Exposureの略称。企業の自然への影響や依存度の大きさを金融機関が評価するために、Natural Capital Finance Allianceが主導し、UNEP-WCSC等が共同で開発した評価ツー

ル。
37. LEAPアプローチ：自然関連のリスクと機会を体系的に評価するためのプロセスとしてTNFD により開発されたもの。自然との接点を発見する(Locate)、依存関係と影響を診断する(Evaluate)、リスクと機会を評価する(Assess)、自然関連リスク

と機会に対応する準備を行い投資家に報告する(Prepare)の4フェーズから構成される。
38. ESGデータ集2025は、(https://www.kanadevia.com/sustainability/data/)を参照。
39. SMART WTEについては、 https://www.cypark.com/waste-management-waste-to-energy-wte.htmlを参照。
40. PtGとは、「Power to Gas」の略。余剰電力を気体燃料に変換(気体変換)して貯蔵・利用する方法。
41. GI基金とは、2050年カーボンニュートラル目標に向けて、日本政府が国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(New energy and Industrial Technology Development Organization(NDO))に造成した基金をいう。
42. e-methaneとは、グリーン水素等の非化石エネルギー源を原料として製造された合成メタンに対して用いる呼称。詳細は、日本ガス協会（https://www.gas.or.jp/gastainable/e-methane/）参照。
43. 生物多様性重要地域(Key Biodiversity Areas(KBA))とは、生物多様性保全の鍵となる重要な地域として国際NGO等によって指定された地域を指す。https://www.keybiodiversityareas.org/ を参照。
44. グリーン水素とは、水素の生産時に再生可能エネルギーを利用することで、燃焼時だけでなく製造過程においてもCO2を排出することのない水素。
45. グリーンアンモニアとは、生成過程でCO2を排出しないアンモニアをいう。再生可能エネルギーによって発電した電力を使って水を電気分解して水素を製造し、その水素と空気中の窒素を合成させ、アンモニアを生成する。従来のアンモニア製

造では天然ガスなどの化石燃料を使用し、 CO2が大量に排出されるが、グリーンアンモニアはCO2を排出しない、または極めて少ない持続可能な方法で製造される。
46. e-fuelとは、 CO2と再生可能エネルギー由来の水素を合成して製造される燃料のこと。原料となるCO2は、発電所や工場などから排出されたCO2を利用する。
47. CCUSとは、「CCS (Carbon dioxide Capture and Storage：CO2 回収・貯留）」と「CCU (Carbon dioxide Capture and Utilization：CO2 回収・利用」)」の2つの言葉を合わせたもの。CCSは、化石燃料などに由来する炭素を地中にもどす技術。

CCUは、CO2を燃料やプラスチックなどに変換して利用したり(カーボンリサイクル)、CO2のまま直接利用するなど、資源としてCO2を有効利用する技術。
48. カーボンプライシングは、炭素に価格を付け、排出者の行動を変容させる政策手法。炭素税、国内排出量取引、クレジット取引、国際機関による市場メカニズム、インターナル・カーボンプライシングがある。
49. 財務リスクは、 (i)カナデビアグループが直接操業する施設や工場・事業所における環境事故が発生した場合の損害賠償等のリスク、(ii)機器・部材の価格高騰や納入遅延に伴う財務リスク、(iii)運営受託契約不履行に伴う損害賠償リスクに分類す

ることができる。

https://www.cypark.com/waste-management-waste-to-energy-wte.html
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50. Science Based Targets initiative (SBTi) は、WWF、CDP、世界資源研究所（WRI）、国連グローバル・コンパクトによる共同イニシアティブ。SBTiは企業に対し、どれだけの量のGHGをいつまでに削減しなければいけないのか、科学的知見と整
合した目標（Science-based target）を設定することを支援・認定している。

51. ENCOREでは、「経済活動に関する金銭的支出規模」「経済活動による生態系への圧力の典型的な大きさ」に基づく定性的評価により、Very LowからVery Highが判断されている。
52. ROとは、Reverse Osmosisの略。水に圧力をかけて半透膜を通過させることで、不純物や塩分を除去する技術。海水淡水化や純水製造などに利用される。
53. UFとは、Ultrafiltrationの略。微細な孔径を持つ膜を用いて、水中の高分子物質や微生物などを除去する膜分離技術。ROよりも低圧で運用可能。
54. MAP法(リン回収)：Magnesium Ammonium Phosphate法。排水中のリン・アンモニア・マグネシウムを反応させて「MAP結晶」として回収する技術。肥料として再利用可能。
55. 持続可能性4原則とは、サステナブルではない状態が生じた4つの根本原因に着目して導いた企業活動の原則。詳細は、本レポートp.44を参照。
56. サステナブルビジョンについては、統合報告書2024 p.17(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
57. 環境負荷ゼロとは、自社の事業活動に由来する環境負荷はもちろん、カナデビアグループのサプライチェーンの環境負荷、カナデビアグループの製品・サービスを利用する顧客の環境負荷を、その地域が本来有する環境復元力の範囲内にとどめ

ることと定義する。本レポートにおいて、文脈により「環境負荷ネットゼロ」または単に「ネットゼロ」と表現する。英文版では「環境負荷ゼロ」を“net-zero environmental impacts within Planetary boundaries”と翻訳し、定義をより明確化
した。環境負荷ゼロに向けたゴールとターゲットは、6.2節参照。

58. Resilience Eco Society® ：TNFDレポート2024で提案した。https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/tnfd2024_J.pdf
59. プラネタリー・バウンダリー(Planetary boundaries)は、ストックホルム・レジリエンス・センターによって提唱されている、「地球の環境に変化(特に人間の影響)が加わっても、もとの状態に戻り、地球環境が安定した状態を保てる限界の範

囲」を示した境界線。気候変動、生物多様性の損失、生物地球化学的循環、海洋酸性化、土地利用の変化、淡水、オゾンホール、大気エアロゾル粒子、化学物質による汚染の9つのプロセスが提示されている。
60. 統合資源回収施設(Integrated Recovery Facility)は、ESWET(European Suppliers of Waste-to-Energy Technology：欧州の廃棄物発電事業者でつくる協会)により提唱されたごみ焼却発電の新しいモデル。廃棄物から水素や合成燃料を生産し、

エネルギーと熱回収の最大化でCO2排出を削減する。
61. Resilience Eco Society® ：TNFDレポート2024で提案した。https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/tnfd2024_J.pdf
62. ZLDとは、Zero Liquid Dischargeの略。排水ゼロシステム。工場や施設からの排水を一切外部に放出せず、すべて再利用または処理して閉じた循環系を構築する技術・方針。
63. 精密農業(Precision Agriculture)：ICTやセンサー、GPS、ドローンなどの技術を活用し、作物や土壌の状態を詳細に把握して、肥料や水を必要な場所・量だけ供給する農業手法。資源の無駄を減らし、環境負荷を最小化することを目的とする。
64. Resilience Eco Society® ：TNFDレポート2024で提案した。https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/tnfd2024_J.pdf
65. サステナブルGUIDE BOOK：https://www.kanadevia.com/sustainability/environment/pdf/hitz_sustainable_guide_book.pdf
66. GI基金とは、2050年カーボンニュートラル目標に向けて、日本政府が国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(New energy and Industrial Technology Development Organization(NDO))に造成した基金をいう。
67. 焼却ごみ1t当たりのCO2発生量を1t、CO2回収量を90%、メタンへの転換率を90%として概算。
68. 吉澤 佐江子ほか. 世界の廃棄物発生量の推定と将来予測に関する研究. 廃棄物学会研究発表会講演論文集. 15回 (分冊1) 2004.11.17-19,p.38～40. が発表された当時は、世界の廃棄物発生量は2050年約270億トンと予測されていた。後に、共同執筆

者である田中勝氏は、約320億トンと予測しており(田中 勝. 世界の廃棄物発生量の推計と将来予測 : 2020年改訂版について : 第42回全国都市清掃研究・事例発表会特別企画より. 都市清掃 = Journal of Japan Waste Management Association. 
74(361):2021.5,p.277-286.)、本レポートは、2020年改訂版に依拠する。

69. Resilience Eco Society® ：TNFDレポート2024で提案した。https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/tnfd2024_J.pdf
70. 日本の産業廃棄物発生量は一般廃棄物の約10倍もの量が排出され、この傾向は、1990年以降あまり増減はないが、再利用と減量化・減容化が進み、2022年の最終処分量は900万トンにすぎない。また、産業廃棄物を種類別でみると、汚泥(42％)、

動物のふん尿(22％)、がれき類(17％)で全体の8割を占める。
71. Biomimetic(生物模倣)。ここでは生物や自然界の仕組みを模倣し、持続可能なシステムを設計する考え方を指す。
72. 廃棄物を燃焼または熱分解して発生する熱エネルギーを利用し、蒸気を生成するプロセス。生成した蒸気は、発電や産業用熱源として利用される。
73. 「成功の柱」とは、カナデビアグループのサステナブルビジョンを実現するために最優先して対処すべき課題のこと。一般にマテリアリティ(重要課題)というものと同じ。成功の柱については、統合報告書2024 p.17, 

p.18(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
74. 焼却されるごみおよび焼却残渣の見かけ比重を各々0.25t/m3、1.0t/m3とし、計算すると減量化率は約1/37となる。
75. Water PPP(Public-Private Partnership in Water Sector)：水関連インフラやサービスの整備・運営において、公共部門(政府・自治体)と民間企業が協力する仕組み。資金調達、技術導入、効率的な運営を目的とし、上下水道、廃水処理、淡水化

などの分野で活用される。
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76. BAT(Best Available Technologies)：現時点で実用化されている中で、最も効果的かつ実現可能な技術を指す概念。
77. 「成功の柱」とは、カナデビアグループのサステナブルビジョンを実現するために最優先して対処すべき課題のこと。一般にマテリアリティ(重要課題)というものと同じ。成功の柱については、統合報告書2024 p.17, 

p.18(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
78. プレースホルダー指標(Placeholder indicator)：(まだ標準化がされていないために)可能な限り検討し、開示することが推奨されている指標
79. IAS(Invasive Alien Species)：本来生息しなかった地域へ人為的に入ってきた外来種の中で、地域の自然環境に大きな影響を与え、生物多様性を脅かすおそれのある種。侵略的外来種。
80. サステナブルビジョンについては、統合報告書2024 p.17(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
81. 持続可能性4原則とは、サステナブルではない状態が生じた4つの根本原因に着目して導いた企業活動の原則。詳細は、本レポートP.44を参照。
82. Future-Fit Business Benchmarksは、持続可能性4原則を企業の持続可能な経営推進の視点に落とし込むために作成されたKPIツール。社会科学と自然科学に基づいており、最終的には、製品やサービスにかかわらず、すべての企業が達成す

ることが期待される「絶対的な」目標を設定している。 https://futurefitbusiness.org/
83. 「成功の柱」とは、カナデビアグループのサステナブルビジョンを実現するために最優先して対処すべき課題のこと。一般にマテリアリティ(重要課題)というものと同じ。成功の柱については、統合報告書2024 p.17, 

p.18(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
84. 資源エネルギー庁電力基盤整備課、“電力分野のトランジション・ロードマップ”、2022年2月、https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/transition/transition_finance_roadmap_electric_jpn.pdf ,

（参照日：2025.10.01）
85. 温室効果ガス(GHG)プロトコル：温室効果ガスプロトコルイニシアチブ(GHGプロトコル)が提供するGHG排出量の算定と報告に関する基準。同イニシアチブは、オープンで包括的なプロセスを通じて、国際的に認められたGHG排出量の算定と

報告の基準を開発し、利用の促進を図ることを目的に、1998年に世界環境経済人協議会(World Business Council for Sustainable and Development: WBCSD)と世界資源研究所(World Resource Institute: WRI)によって共同設立された。GHGプ
ロトコルは、事業者、NGO、政府機関等の協力によって作成されている。

86. 算定方法の詳細および算定結果は、ESGデータ集2025の注記「4 温室効果ガス排出量」を参照。ESGデータ集2025は、こちら(https://www.kanadevia.com/sustainability/data/)を参照。
87. 環境省、“自動車向け再生プラスチック市場構築アクションプラン”、2025年3月、https://www.env.go.jp/recycle/car/page_00007.html,（参照日：2025.10.01）
88. Resilience Eco Society® ：TNFDレポート2024で提案した。https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/tnfd2024_J.pdf
89. プラネタリー・バウンダリー(Planetary boundaries)は、ストックホルム・レジリエンス・センターによって提唱されている、「地球の環境に変化(特に人間の影響)が加わっても、もとの状態に戻り、地球環境が安定した状態を保てる限界の範

囲」を示した境界線。気候変動、生物多様性の損失、生物地球化学的循環、海洋酸性化、土地利用の変化、淡水、オゾンホール、大気エアロゾル粒子、化学物質による汚染の9つのプロセスが提示されている。
90. サステナブルビジョンについては、統合報告書2024 p.17(https://www.kanadevia.com/ir/data/pdf/ir2024_J_A4.pdf)を参照。
91. 持続可能性4原則とは、サステナブルではない状態が生じた4つの根本原因に着目して導いた企業活動の原則。詳細は、本レポートp.44を参照。
92. 株式会社aiESGは多様な統計データを用いることで、サプライチェーンを末端まで遡って推計する、ESGの評価手法を確立している。https://aiesg.co.jp/を参照。
93. GHG protocol (WRI/WBCSD)、“Technical Guidance for Calculating Scope 3 Emissions - Supplement to the Corporate Value Chain (Scope 3) Accounting & Reporting Standard”、

https://ghgprotocol.org/sites/default/files/ghgp/standards/Scope3_Calculation_Guidance_0.pdf, （参照日：2025.10.01）
みずほ情報総研株式会社、“GHGプロトコル「スコープ3 排出量の算定技術ガイダンス”、https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/(J)-calculation_guidance.pdf,（参照日：2025.10.01）

https://aiesg.co.jp/
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